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　当協会では毎年、特定自主検査（特自検）制度の啓発、普及・PRのため「年間標語」を
定め、「年間標語」を掲載した広報ポスター、リーフレットを作成して、広く配布するほか、
ホームページや機関誌等に掲載しています。
　つきましては、令和 6年（ 1月～12月）用「年間標語」を、下記の募集要領に従って募
集いたします。みなさま奮ってご応募ください。

 ■ 令和 6年「年間標語」募集要領
1．応募資格
　 • 当協会会員企業（事業所含む）の役員・従業員の方
　 • 当協会本・支部の役職員の方
2．募集内容
　「年間標語」は特自検の啓発、普及・PRおよび建設荷役車両にかかる労働災害防止にふさ
わしいものとしてください。なお、簡潔でより親しみやすい字配りにご配慮ください。
3．応募方法
　 • 応募はお一人、最大 2作品までとします。
　 •  FAX、E-mailによる応募：この用紙の裏面「標語応募用紙」に必要事項を記入の上、

応募用紙を切り取らず、FAXもしくはメール送信してください。
　 •  Webサイト上の応募フォームによる応募：建荷協HPの会員ページにある応募フォーム

よりご応募ください。
　　　建荷協HP http://www.sacl.or.jp

　　　会員ページログイン　ユーザー名  saclhp / パスワード  saclhp

4．応募締切り　令和 5年 6月21日（水）受付分まで
5．選考等
　当協会広報委員会で審査を行い、採用者には 7月末頃までに直接連絡いたします。
6．採用
　 • 「年間標語」採用者には、商品（商品券10,000円）を贈呈します。
　 • 上記以外の応募者全員の中から抽選で 5名様に、商品（商品券2,000円）を贈呈します。
7．応募上の注意
　 • 応募作品は自作で未発表のものに限ります。
　 •  同一の応募作品があり、その作品が採用された場合、抽選で 1名に商品（商品券10,000円）

を発送します。
　 • 採用作品決定にあたって、応募者の承諾のもと加筆・修正することがあります。
　 • 採用作品に係る著作権は、すべて当協会に属するものとします。
　 •  採用作品は、当協会が制作する令和 6年広報ポスター、リーフレットや機関誌の印刷

物、ホームページ等をはじめ広く各種啓発、普及・PR資料に活用します。

お知らせ

令和 6年 特自検啓発「年間標語」の募集



8．個人情報保護について

　この標語募集によって当協会が取得する応募者に係る個人情報については、連絡、商品発

送、後日の問合せ等のみに利用させていただきます。

9．問合せ先

公益社団法人　建設荷役車両安全技術協会　広報部
TEL：03-3221-3661　　　FAX：03-3221-3665　　　E-mail：koho@sacl.or.jp

 参考　過去5年間の「年間標語」

令和5年：ゼロ災害の意識を持って　特自検　　　2年：確かめる　機械の安全　特自検

　　4年：特自検　完全実施で　ゼロ災害　　　　 元年：安心と　心のゆとり　特自検

　　3年：安全を　みんなでつくる　特自検

  （※）下記の標語応募用紙は切り取らず、FAXまたはE-mailしてください

（公社）建設荷役車両安全技術協会　広報部宛て　　　送信先　FAX：03-3221-3665

［標語応募用紙］（応募はお一人、最大 2作品まで）　　　　　　 E-mail：koho@sacl.or.jp

作品 1

作品 2

●名前（フリガナ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　●年齢（任意）　　●性別（任意）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 歳　　　　　  男・女

●勤務先名称

●勤務先所属・役職

●勤務先住所・TEL　〒　　　　　　　　　　　　　TEL

　　　　　　　　都・道
　　　　　　　　府・県

●メールアドレス

●職種（○で囲んでください）（任意）

1  代表・役員　　　 2  営業・サービス　　 3  設計・技術開発等　　 4  現業・製造等
5  総務・経理等　　 6  その他

＊応募用紙は必要な場合はコピ－してお使いください
＊協会HP/会員ページの応募フォームからのご応募もご利用ください（所要時間 5分程度）
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　わが社も建設機械メーカーとして、『安
全とコンプライアンスはすべてに優先す
る』を掲げて事業を行っているが、従来の
延長線上の対応では不十分と思われる事例
が散見されるようになってきた。過去から
変えられないマインドに起因すると容易に
想像できる社会的ニュースが多々報道され
ていることも皆さん、周知のごとくである。
　“安全、コンプライアンスの判断は、社会が
行う”と言われるように、近年その社会的な
目は、どんどん厳しくなってきているのである。
　ここでは協会の目的とする私たちが生産
する商品の安全性や製品安全について述べ
たい。近年、特に乗用車等の道路交通車両
は、過去の車両に比較すれば、安全装備の
標準化は著しく進んでいる。建設荷役車両
もその安全に関する技術は乗用車等と同様
に進化してきている。従来は、製品は劣化
等でいつかは壊れる、絶対安全は難しい、
人間は間違えることもある、リスク完全“ 0”
は難しい、ルール等に完全もないと考えて
いたところもある。
　ではメーカーとして目指すべき製品安全
のレベルはどこにあるのかということにな
る。完全に安全な、リスク“ 0”の商品と
いうのは難しい。だが、社会が許容可能な
リスクレベルまでリスクを排除していなけ
れば安全な商品と判断されないのである。
市場に提供する商品は、法令や規格に従い

性能基準や技術基準を満たすだけでなく、
適切なリスクアセスメントとリスク低減策
の実施により残留リスクを可能な限り低減
させることが必要になる。
　このリスクアセスメントで重要なのは、
その製品は“設計者”が意図した正しい使
い方のみならず、“使用者”の意図する使用、
さらには、予見可能な使用の特定を行って
いかねばならないことである。つまり、メー
カーは予期できる使用者の使い方を想定で
きるのであれば、可能な限りそのリスクを
低減することを社会から期待されている。
　この予見可能な使用の特定について視
点、観点を広げる必要があり、そのために
は製品の特性、使用方法、使用環境等を十
分に把握するための情報収集をきちんと
行っていく必要がある。
　従い、リスクゼロの商品開発は難しいも
のの、許容可能なリスクレベルまでを排除
して、より安全な商品を市場に供給するこ
とが求められる。そのためにも、建設荷役
車両が稼働する現場での安全を確保するた
めの「特自検」の実施や、市場での使われ
方情報に一層感度を上げて取り込まなけれ
ばならない。安全とコンプライアンス最優
先を実現するためには、益々高度化・複雑
化する建設荷役車両が、計画された機械性
能が発揮できるような車両の点検整備の重
要性が益々高まってきている。

製品安全について

公益社団法人建設荷役車両安全技術協会
理事 三觜　勇

住友建機株式会社　取締役

巻 頭 言
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広報

令和5年「STOP！熱中症　クールワークキャンペーン」の実施について
厚生労働省労働基準局

註：�上記の書面中、別紙は掲載を省略しています。厚生労働省HPの令和 5年 3月 3日付け報道発表資料
「令和 5年「STOP！熱中症　クールワークキャンペーン」を実施します」に別紙が掲載されています
ので参照してください。

別紙　「令和 4年職場における熱中症による死傷災害の発生状況（令和 5年 1月13日時点速報値）」
リンク先：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_31485.html

　令和 5年 3月 3日付で厚生労働省労働基準局安全衛生部長より、当協会会長あてに、
令和 5年「STOP！熱中症　クールワークキャンペーン」の実施に伴い、協力依頼があり
ましたのでお知らせいたします。本キャンペーン期間は令和 5年 5月 1日から 9月30日
までで、 7月が重点取組期間です。
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令和 5 年「STOP！熱中症 クールワー
クキャンペーン」実施要綱

令和 5年 3月 3日制定
1 　趣旨
　夏季を中心に熱中症の発生が相次ぐ中、職
場においても例年、熱中症が多数発生してお
り、重篤化して死亡に至る事例も後を絶たな
い状況にあることから、業界、事業場ごとに、
熱中症予防対策に取り組んでいるところであ
る。昨年までの「STOP！熱中症��クールワー
クキャンペーン」においても、労働災害防
止団体や関係省庁とも連携し、職場におけ
る熱中症の予防に取り組んできた。
　昨年 1年間の職場における熱中症の発生
状況を見ると、死亡を含む休業 4日以上の
死傷者805人、うち死亡者は28人となって
いる。業種別にみると、死傷者数について
は、建設業172件、製造業144件となってお
り、全体の約 4割がこれら 2つの業種で発
生している。また、死亡者数は、建設業、
警備業の順に多く、多くの事例で暑さ指数
（WBGT）を把握せず、熱中症予防のため
の労働衛生教育を行っていなかった。また、
「休ませて様子を見ていたところ容態が急
変した」、「倒れているところを発見された」
など、熱中症発症時・緊急時の措置が適切
になされていなかった。
　このため、本キャンペーンを通じ、すべて
の職場において、「職場における熱中症予防
基本対策要綱」（令和 3年 4月20日付け基発
0420第 3号）に基づく基本的な熱中症予防
対策を講ずるよう広く呼びかけるとともに、
期間中、事業者は①暑さ指数（WBGT）の
把握とその値に応じた熱中症予防対策を実施
すること、②作業を管理する者及び労働者に
対してあらかじめ労働衛生教育を行うこと、

③衛生管理者などを中心に事業場としての
管理体制を整え、発症時・緊急時の措置を
確認し、周知することなど、重点的な対策
の徹底を図る。

2 　期間
　令和 5年 5月1日から 9月30日までとする。
　なお、令和 5年 4月を準備期間とし、令
和 5年 7月を重点取組期間とする。

3 　主唱 
　厚生労働省、中央労働災害防止協会、建
設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業
労働災害防止協会、港湾貨物運送事業労働
災害防止協会、林業・木材製造業労働災害防
止協会、一般社団法人日本労働安全衛生コン
サルタント会、一般社団法人全国警備業協会

4 　協賛
　公益社団法人日本保安用品協会、一般社
団法人日本電気計測器工業会

5 　後援（予定）
　関係省庁

6 　主唱者及び協賛者等による連携
　各関係団体における実施事項についての
情報交換及び相互支援の実施

7 　主唱者の実施事項
⑴　厚生労働省の実施事項
　ア�　熱中症予防に係る周知啓発資料
（チェックリストを含む）等の作成、配布

　イ�　熱中症予防に係る有益な情報等を集
めた特設サイトの開設

　　（ア�）災害事例、効果的な対策、好事
例、先進事例の紹介

別添
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　　（イ�）熱中症予防に資するセミナー、
教育用ツール等の案内

　ウ�　各種団体等への協力要請及び連携の
促進

　エ�　都道府県労働局、労働基準監督署に
よる事業場への啓発・指導

　オ�　その他本キャンペーンを効果的に推
進するための事項

⑵　各労働災害防止協会等の実施事項
　ア　会員事業場等への周知啓発
　イ　事業場の熱中症予防対策への指導援助
　ウ�　熱中症予防に資するセミナー等の開
催、教育支援

　エ�　熱中症予防に資するテキスト、周知
啓発資料等の提供

　オ�　その他本キャンペーンを効果的に推
進するための事項

8 　協賛者の実施事項
⑴�　有効な熱中症予防関連製品及び日本産業
規格を満たしたWBGT指数計の普及促進
⑵�　その他本キャンペーンを効果的に推進
するための事項

9 　各事業場における重点実施事項
　期間中に「10　各事業場における詳細な
実施事項」に掲げる取組を行うこととする。
重点とすべき事項を以下に特記する。
⑴　準備期間中
　　�暑さ指数（WBGT）の把握の準備（10 

の⑴のア）
　　作業計画の策定等（10の⑴のイ）
　　�緊急時の対応の事前確認等（10の⑴のク）
⑵　キャンペーン期間中
　　�暑さ指数（WBGT）の把握と評価（10

の⑵のア及びイ）
　　�作業環境管理（10の⑵のウ）

　　�作業管理（10の⑵のエ）
　　�健康管理（10 の⑵のオ）
　　�異常時の措置（10の⑵のキ）
⑶　重点取組期間中
　　�作業環境管理（10の⑶のア）
　　�作業管理（10の⑶のイ）
　　�異常時の措置（10の⑶のオ）

10　各事業場における詳細な実施事項
⑴　準備期間中に実施すべき事項
　ア　暑さ指数（WBGT）の把握の準備
　　�　日本産業規格 JIS Z 8504又はJIS B

7922に適合したWBGT指数計を準備
し、点検すること。黒球がないなど日
本産業規格に適合しない測定器では、
屋外や輻射熱がある屋内の作業場所
で、暑さ指数（WBGT）が正常に測定
されない場合がある。

　　�　なお、環境省、気象庁が発表してい
る熱中症警戒アラートは、職場におい
ても、熱中症リスクの早期把握の観点
から参考となる。

　イ　作業計画の策定等
　　�　夏季の暑熱環境下における作業に対
する作業計画を策定すること。作業計
画には、特に新規入職者や休み明け労
働者等を考慮した暑熱順化プログラ
ム、暑さ指数（WBGT）に応じた十分
な休憩時間の確保、WBGT基準値（別
紙表 1）を大幅に超えた場合の作業中
止に関する事項を含める必要がある。

　　�　また、熱中症の症状を呈して体調不
良となった場合等を想定した計画を策
定すること。

　ウ　設備対策の検討
　　�　WBGT基準値を超えるおそれのある
場所において作業を行うことが予定さ



SACL （ 8 ） 第 45巻 265号（2023. 5 ）

142

れている場合には、簡易な屋根の設置、
通風又は冷房設備の設置、ミストシャ
ワー等による散水設備の設置を検討す
る。ただし、ミストシャワー等による
散水設備の設置に当たっては、湿度が
上昇することや滑りやすくなることに
留意する。また、既に設置している冷
房設備等については、その機能を点検
する。

　エ　休憩場所の確保の検討
　　�　作業場所の近くに冷房を備えた休憩
場所又は日陰等の涼しい休憩場所の確
保を検討する。当該休憩場所は横にな
ることのできる広さのものとする。ま
た、休憩場所における状態の把握方法
及び状態が悪化した場合の対応につい
ても検討する。

　オ　服装等の検討
　　�　熱を吸収し又は保熱しやすい服装は
避け、透湿性及び通気性の良い服装を
準備すること。身体を冷却する機能を
もつ服の着用も検討する。また、直射
日光下における作業が予定されている
場合には、通気性の良い帽子、ヘル
メット等を準備する。

　　�　なお、事業者が業務に関連し衣類や
保護衣を指定することが必要な場合が
あり、この際には、あらかじめ衣類の
種類を確認し、暑さ指数（WBGT）の
補正（別紙表 2）の必要性を考慮する
こと。

　カ　教育研修の実施
　　�　各級管理者、労働者に対する教育を
実施する。教育は、別紙表 3及び別紙
表 4に基づき実施する。

　　�　教育用教材としては、厚生労働省の
運営しているポータルサイト「学ぼ

う！備えよう！職場の仲間を守ろう！
職場における熱中症予防情報」に掲載
されている動画コンテンツ、「職場に
おける熱中症予防対策マニュアル」、
熱中症予防対策について点検すべき事
項をまとめたリーフレット等や、環境
省の熱中症予防情報サイトに公表され
ている熱中症に係る動画コンテンツや
救急措置等の要点が記載された携帯
カード「熱中症予防カード」などを活
用する。

　　�　なお、事業者が自ら当該教育を行う
ことが困難な場合には、関係団体が行
う教育を活用する。

　キ　労働衛生管理体制の確立
　　�　事業者、産業医、衛生管理者、安全
衛生推進者又は衛生推進者が中心とな
り、⑴から⑶までに掲げる熱中症予防
対策について検討するとともに、事業
場における熱中症予防に係る責任体制
の確立を図る。

　　�　現場で作業を管理する者等、衛生管
理者、安全衛生推進者等以外の者に熱
中症予防対策を行わせる場合は、上記
カの教育研修を受けた者等熱中症につ
いて十分な知識を有する者のうちか
ら、熱中症予防管理者を選任し、同管
理者に対し、⑵のクに掲げる業務につ
いて教育を行う。

　ク　緊急時の対応の事前確認等
　　�　事業場において、労働者の体調不良
時に搬送を行う病院の把握や緊急時の
対応について確認を行い、労働者に対
して周知する。

⑵　キャンペーン期間中に実施すべき事項
　ア　暑さ指数（WBGT）の把握
　　�　暑さ指数（WBGT）の把握は、日本産
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業規格に適合したWBGT指数計による随
時把握を基本とすること。その地域を代表
する一般的な暑さ指数（WBGT）を参考
とすることは有効であるが、個々の作業場
所や作業ごとの状況は反映されていない
ことに留意する。特に、測定方法や測定
場所の差異により、参考値は、実測した
暑さ指数（WBGT）よりも低めの数値とな
ることがあるため、直射日光下における作
業、炉等の熱源の近くでの作業、冷房設
備がなく風通しの悪い屋内における作業に
ついては、実測することが必要である。

　　　�地域を代表する一般的な暑さ指数
（WBGT）の参照：

　　　環境省熱中症予防情報サイト
　　　https://www.wbgt.env.go.jp/https://www.wbgt.env.go.jp/

　　　�建設現場における熱中症の危険度の
簡易判定のためのツール：

　　　建設業労働災害防止協会ホームページ
　　　https://www.kensaibou.or.jp/safe_https://www.kensaibou.or.jp/safe_

tech/leaflet/files/heat_stroke_risk_

assessment_chart.pdf

　イ　暑さ指数（WBGT）の評価
　　�　実測した暑さ指数（WBGT）（必要

に応じて別紙表 2により衣類の補正を
したもの）は、別紙表 1のWBGT基準
値に照らして評価し、熱中症リスクを
正しく見積もること。WBGT基準値を
超え又は超えるおそれのある場合に
は、暑さ指数（WBGT）の低減をはじ
めとした以下ウからオまでの対策を徹
底する。

図　暑さ指数 （WBGT） の評価と評価結果に基づく措置

　ウ　作業環境管理
　　（ア）暑さ指数（WBGT）の低減等
　　　�　 ⑴のウで検討した暑さ指数（WBGT）

の低減対策を行う。
　　（イ）休憩場所の整備等
　　　�　 ⑴のエで検討した休憩場所の設置

を行う。休憩場所には、氷、冷たい

おしぼり、水風呂、シャワー等の身
体を適度に冷やすことのできる物品
及び設備を設ける。また、水分及び
塩分の補給を定期的かつ容易に行う
ことができるよう飲料水、スポーツ
ドリンク、塩飴等の備付け等を行う。
さらに、状態が悪化した場合に対応
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できるように、休憩する者を一人き
りにしないことや連絡手段を明示す
る等に留意する。

　エ　作業管理
　　（ア）作業時間の短縮等
　　　�　 ⑴のイで検討した作業計画に基づ

き、WBGT基準値に応じた休憩等を
行うこと。

　　　�　 測定した暑さ指数（WBGT）が
WBGT基準値を大幅に超える場合
は、原則として作業を行わないこと
とする。WBGT基準値を大幅に超え
る場所で、やむを得ず作業を行う場
合は、次に留意して作業を行う。

　　　�　①�　単独作業を控え、⑴のイを参考
に、休憩時間を長めに設定する。

　　　�　②�　管理者は、作業中労働者の心
拍数、体温及び尿の回数・色等の
身体状況、水分及び塩分の摂取
状況を頻繁に確認する。なお、熱
中症の発生しやすさには個人差が
あることから、ウェアラブルデバ
イスなどのIoT機器を活用するこ
とによる健康管理も有効である。

　　（イ）暑熱順化への対応
　　　�　 暑熱順化の有無が、熱中症の発生

リスクに大きく影響することから、 7

日以上かけて熱へのばく露時間を次第
に長くすることが望ましい。特に、新
規採用者等に対して他の労働者と同
様の暑熱作業を行わせないよう、計画
的な暑熱順化プログラムを組むこと。

　　　�　 なお、夏季休暇等のため熱へのば
く露が中断すると 4日後には暑熱順化
の顕著な喪失が始まることに留意する。

　　　�　 暑熱順化ができていない場合に
は、特に⑵のエの（ア）に留意の上、
作業を行う。

　　（ウ）水分及び塩分の摂取
　　　�　 労働者は、のどの渇きに関する自

覚症状の有無にかかわらず、水分及
び塩分の作業前後の摂取及び作業中
の定期的な摂取を行う。管理者は、
労働者の水分及び塩分の摂取を確認
するための表の作成、作業中の巡視
における確認などにより、労働者か
らの申出にかかわらず定期的な水分
及び塩分の摂取の徹底を図る。

　　　�　 なお、尿の回数が少ない又は尿の
色が普段より濃い状態は、体内の水
分が不足している状態である可能性
があるので留意する。

　　（エ）服装等
　　　�　 ⑴のオで検討した服、帽子、ヘル

メット等を着用する。必要に応じて、
通気性の良い衣類に変更する。

　　（オ）プレクーリング
　　　�　 暑さ指数（WBGT）が高い暑熱環

境の下で、作業強度を下げたり通気
性の良い衣服を採用したりすること
が困難な作業においては、作業開始
前にあらかじめ深部体温を下げ、作
業中の体温上昇を抑えるプレクーリ
ングも行われており、体表面を冷却
する方法と、冷水やアイススラリー
（流動性の氷状飲料）などを摂取して
体内から冷却する方法とがある。必
要に応じて作業開始前や休憩時間中
のプレクーリングを検討すること。

　オ　健康管理
　　（ア）健康診断結果に基づく対応等
　　　�　 熱中症の発症に影響を及ぼすおそ
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れのある次のような疾病を有する者
に対しては、医師等の意見を踏まえ
配慮を行う。

　　　�①糖尿病、②高血圧症、③心疾患、
④腎不全、⑤精神・神経関係の疾患、
⑥広範囲の皮膚疾患、⑦感冒等、⑧
下痢等

　　（イ）日常の健康管理
　　　�　 当日の朝食の未摂取、睡眠不足、

前日の多量の飲酒、体調不良等が熱
中症の発症に影響を与えるおそれが
あることについて指導を行う。また、
熱中症の具体的症状について労働者
に教育し、労働者自身が早期に気づ
くことができるようにする。

　　（ウ�）労働者の健康状態及び暑熱順化の
状況の確認

　　　�　 当日の作業開始前に、当日の朝食
の未摂取、睡眠不足、前日の多量の
飲酒、体調不良等の健康状態の確認
を行う。また、職長等の管理者は、
入職後1週間未満の労働者及び夏季
休暇等のために熱へのばく露から 4

日以上離れていた労働者をあらかじ
め把握し、当該労働者の作業時間中
や作業終了時における健康状態に特
に配慮する。

　　　�　 健康状態又は暑熱順化の状況から
熱中症の発症リスクが高いと疑われ
る者に対しては、必要に応じ作業の
配置換え等を行う。

　　（エ）作業中の労働者の健康状態の確認
　　　�　 作業中は巡視を頻繁に行い、声を

かけるなどして労働者の健康状態を
確認する。また、単独での長時間労
働を避けさせ、複数の労働者による
作業においては、労働者にお互いの

健康状態について留意するよう指導
するとともに、異変を感じた際には
躊躇することなく周囲の労働者や管
理者に申し出るよう指導する。

　カ　労働衛生教育
　　�　⑴のカの教育研修については、期間
中においても、適切な機会をとらえて
実施する。特に別紙表 4に示す内容に
ついては、雇入れ時や新規入場時に加
え、日々の朝礼等の際にも繰り返し実
施する。

　キ　異常時の措置
　　�　本人や周りが少しでも異変を感じた際
には、必ず、一旦、作業を離れ、病院に
搬送するなどの措置をとるとともに、症
状に応じて救急隊を要請する。なお、本
人に自覚症状がない、又は大丈夫との本
人からの申出があったとしても周囲の判
断で病院への搬送や救急隊の要請を行
う。病院に搬送するまでの間や救急隊が
到着するまでの間には、必要に応じて水
分・塩分の摂取を行ったり、衣服を脱が
せ水をかけて全身を急速冷却すること等
により効果的な体温の低減措置に努め
る。その際には、一人きりにせずに誰か
が様子を観察する。

　ク　熱中症予防管理者等の業務
　　�　衛生管理者、安全衛生推進者、衛生
推進者又は熱中症予防管理者に対し、
次の業務を行わせること。

　　（ア�）作業に応じて、適用すべき WBGT

基準値を決定し、併せて衣類に関し
暑さ指数（WBGT）に加えるべき着
衣補正値の有無を確認すること。

　　（イ�）ウの（ア）の暑さ指数（WBGT）
の低減対策の実施状況を確認する
こと。
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　　（ウ�）入職日、作業や休暇の状況等に基
づき、あらかじめ各労働者の暑熱
順化の状況を確認すること。なお、
あらかじめ暑熱順化不足の疑われ
る労働者はプログラムに沿って暑
熱順化を行うこと。

　　（エ�）朝礼時等作業開始前において労働
者の体調及び暑熱順化の状況を確認
すること。

　　（オ�）作業場所の暑さ指数（WBGT）
の把握と結果の評価を行うこと。

　　　�　 評価結果に基づき、必要に応じて作
業時間の短縮等の措置を講ずること。

　　（カ�）職場巡視を行い、労働者の水分及
び塩分の摂取状況を確認すること。

　　（キ�）退勤後に体調が悪化しうることに
ついて注意喚起すること。

⑶�　重点取組期間中に実施すべき事項
　ア　作業環境管理
　　�　⑵のウの（ア）の暑さ指数（WBGT）
の低減効果を再確認し、必要に応じ追
加対策を行う。

　イ　作業管理
　　（ア�）期間中に梅雨明けを迎える地域が

多く、急激な暑さ指数（WBGT）の
上昇が想定されるが、その場合は、
労働者の暑熱順化ができていないこ
とから、プログラムに沿って暑熱順化
を行うとともに、暑さ指数（WBGT）
に応じた作業の中断等を徹底する。

　　（イ�）水分及び塩分の積極的な摂取や熱
中症予防管理者等によるその確認
の徹底を図る。

　ウ　健康管理
　　�　当日の朝食の未摂取、睡眠不足、体
調不良、前日の多量の飲酒、暑熱順化
の不足等について、作業開始前に確認
するとともに、巡視の頻度を増やす。

　エ　労働衛生教育
　　�　期間中は熱中症のリスクが高まって
いることを含め、重点的な教育を行う。

　オ　異常時の措置
　　�　⑵のキの措置に加え、体調不良の者
を休憩させる場合は、状態の把握が容
易に行えるように配慮し、状態が悪化
した場合の連絡・対応方法を確認して
おく。異常を認めたときは、躊躇する
ことなく救急隊を要請する。
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　建荷協では、記録表を正確に記入できるよう、記入方法について解説した「特定自主検査記録表の

記入要領（TC-ZC-02-Q）」を発行しています。ここでは、記入要領のさらなる普及・促進を図るため

に作成している「抜粋版（TC-ZC-02-QEX）」を紹介します。本誌を広く活用し、より的確な特定自主検

査を心がけてください。

　なお、本誌は協会ホームページよりダウンロードすることができます。

広報

特定自主検査記録表の記入要領（抜粋版）の紹介
建設荷役車両安全技術協会　本部
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1 �．車両系建設機械のつかみ機（グ
ラップル等）の特自検について

Q�1 ：車両系建設機械のバケットを取り外
して「つかみ機（グラップル等）」を装着
した場合は、特自検が必要でしょうか。

A 1：木材グラップル機（つかみポイント
（荷を把持する突起）がないもの）を有

する車両系建設機械は、原則として伐
木等機械となります。ただし、木材市
場等で使用されている車両系機械で
あって、ベースマシンが山林で走行で
きるように設計されていないものは、
林業の現場で使用できないことから、
伐木等機械には該当しません。

　　�　木材グラップル以外のつかみ具（つ
かみポイントがあるもの、原木等を固
定する突起があるもの等）を有する場
合であって、当該つかみ具が固定式の
場合には、車両系建設機械（解体用）
と解され、揺動式の場合には、移動式
クレーンと解されます。

　　�　以上を表にまとめると以下のとおり
となりますので、参考にしてください。

　皆様から建荷協にお寄せいただいた「特定自主検査業務に関わる質問」の中より、重
要なもの、繰り返しいただいたもの等をQ&Aの形で紹介しています。
　より適正な検査の実施および信頼される特自検管理業務の参考にしていただければ幸いです。

特自検Ｑ＆Ａ
建設荷役車両安全技術協会　本部

第19回

広報

「つかみ具」を有する車両系建設機械の適用関係
木材グラップル機

（つかみポイント無し）
木材用以外のグラップル
（つかみポイント等あり）

揺動式
（ 1ピン）

固定式
（ 2ピン以上）

揺動式
（ 1ピン）

固定式
（ 2ピン以上）

ベースマシンが山林で
使用できるよう設計さ
れているもの

伐木等機械 伐木等機械 移動式クレーン 車両系建設機械
（解体用）

ベースマシンが山林で
使用できるよう設計さ
れていないもの

移動式クレーン

伐木等機械又は
車両系建設機械
（解体用）に準じ
て取扱うことが
望ましい

移動式クレーン 車両系建設機械
（解体用）
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＜参考資料＞
車�両系木材伐出機械等に対する規制に係
る問答について

　�（労働安全衛生規則の一部を改正する
省令（平成25年厚生労働省令第125号）
関係問答）平成28年 9月14日

　但し、製造メーカーが車両系建設機械
として出荷した以上は、用途によらず車
両系建設機械となり、今般の車両系建設
機械に係る規制等改正の対象となる。
　解体用機械などに対する規制に係る問
答について（追加・修正版）
（労働安全衛生規則等の改正関係問答）平
成25年 8月30日

　※類似Q& A：251号（2021-1月）18頁Q1

2 �．特自検検査者資格取得研修時にお
ける「検査実習の記録表」について

Q�2 ：建荷協の会員です。
　�　先日フォークリフトの「検査業者検
査員資格取得研修」を受講して学科・
実技試験を合格した者です。あと、検
査実習の記録表を10枚提出するように
言われております。
　�　その時に使用する記録表ですが、建
荷協が開発した会員限定の「記録表作
成支援ソフト」を使用して提出しても
よろしいでしょうか。

A 2：残念ながら、検査実習では「記録表作
成支援ソフト」の使用は、認められて
いません。

　　�　検査実習の目的としているのは、検
査対象の機械を確実に検査しているか、
記録表にその状況をもれなく記載して
いるかを判断するもので、記録表作成
支援ソフトを使用すると、自動的にも
れなく記録表が出来てしまいます。

　　�　記録表の記入方法をより理解してい
ただくためにも、手書きで記入し、提
出してください。

��註�：回答中の枠囲みは　法令　を示します。註�：回答中の枠囲みは　法令　を示します。

特自検に係るご質問をお待ちしています。

質問が採用された方には、薄謝を進呈します。

質問は以下の方法でお寄せ下さい。

•メールにて（E-mail：koho@sacl.or.jp）

• FAXにて（FAX：03-3221-3665）
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みんなが知っておきたい！
インボイス制度と改正電子帳簿保存法

税理士・中小企業診断士　　根津　信之

第5回

1．前回のおさらい
　電子帳簿保存法のうち、「電子取引に関
してのデータ保存」について、前回ご説明
をしましたが、まとめの部分の解説が少な
くなってしまいましたので、おさらいをさ
せて頂ければと思います。
　令和 6年 1 月 1 日以降、電子帳簿保存法
の義務の規定に対応するためには実質的に
は次の⑴〜⑶の対応となります。
⑴　前々年の売上が5000万円以下の事業者
　①�　電子取引にかかる電子データについ
て、データとして保存

　②　ディスプレイ等の備え付け
　③　電子データの改ざん防止の措置を行う
　④�　電子データについて税務職員のダウ
ンロードの求めに応じる

　�　この⑴に該当するケースが多いと考え
られます。
　�　①の電子データのデータ保存は、来年
以降はどのケースにおいても必要になり
ますので、電子データをどのように保存
するかルールを決めておきましょう。
　�　②は電子データを閲覧できるパソコン
等の備え付けになります。
　�　③の改ざん防止措置は、前回ご説明を
したように、「事務処理規定」を作成し、
備え付けておけばよいでしょう。
　�　④は税務署等の税務調査があった場合
の対応となります。

⑵�　前々年の売上が5000万円を超える事業者
（パターン1）検索機能の確保を行う場合
　①�　電子取引にかかる電子データについ
て、データとして保存

　②　ディスプレイ等の備え付け
　③　データの改ざん防止措置を行う
　④　検索要件を確保
⑶�　前々年の売上が5000万円を超える事業者
（パターン2）出力書面を整理する場合
　①�　電子取引にかかる電子データについ
て、データとして保存

　②　ディスプレイ等の備え付け
　③　データの改ざん防止措置を行う
　④　出力書面を日付・取引先ごとに整理
　⑤�　電子データについて税務職員のダウ
ンロードの求めに応じる

　売上高が5000万円を超える場合には、
　①　電子データのデータ保存
　②　ディスプレイ等の備え付け
　③　データの改ざん防止措置
　�　この3つは、必須になります。それに加え、
「会計ソフト等を使用し、検索要件を確
保」するか、「出力書面を日付・取引先
ごと整理し、税務署員等のダウンロード
の求めに応じる」かの選択になります。
検索機能の確保は専用のソフトを導入が
無ければ対応が難しいので、ソフト等の
導入をしない場合には、出力書面を日付・
取引先ごとに整理した方が現実的な対応
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策となると思います。売上規模に応じ、
対応をしていきましょう。

2．電子帳簿・電子書類とスキャナ
保存
　今回説明するのは、電子帳簿保存法にお
ける任意の規定となります。これらは、業
務の効率化等に直結するものとなり、導入
の検討をしている会社も多くなってきてい
ます。
　前回、「電子帳簿と電子書類の保存に関す
るもの」「書類をスキャナで読み取って保存
するもの」として二つを簡単に説明しました。
　この二つの規定にどのようなものが該当
するのか、具体例を挙げてみましょう。
⑴�　会計ソフトを使用し作成した仕訳帳・
総勘定元帳等を電子データで保管
⑵�　会計ソフトを使用し作成した損益計算
書、貸借対照表等をデータで保管
⑶�　販売管理ソフトを使用し作成した見積
書、請求書、領収書等の控えをデータで
保管
⑷�　紙で受け取った請求書、領収書等をス
キャナ等で読み取ってデータで保管
⑸�　自分で作成した紙による請求書や領収
書の写しをスキャナ等で読み取ってデー
タで保管
　�　二つの規定は大きく分けて、この5つ
のパターンになります。「電子帳簿と電
子書類の保存に関するもの」が⑴〜⑶に
該当し、「書類をスキャナで読み取って
保存するもの」が⑷〜⑸に該当します。
つまり、この二つの規定の違いは、紙を
経由しないでデータで保存する場合には
電子帳簿・電子書類の規定、紙を経由し
てデータで保存する場合には、スキャナ
保存の規定になります。

3．電子帳簿・電子書類
⑴　電子帳簿と電子書類とは？
　�　電子帳簿と電子書類は名前が似ている
のでややこしいのですが、電子帳簿は、
パソコン等で会計ソフト等を使用した
仕訳帳や総勘定元帳などの会計帳簿を
電子データのまま保存することをいい
ます。
　�　一方で、電子書類には二つの意味があ
ります。ひとつは自社で作成した損益計
算書等の「決算関係書類」、もうひとつ
は自社で作成した請求書等の「取引関係
書類」という二つの意味です。
　�　これらは、法人税や所得税、消費税で
保存が義務付けられている書類になり
ます。

【電子帳簿】
会計ソフト等を使用して作成した仕訳
帳や総勘定元帳、売上帳などのこと

【電子書類】
①�　会計ソフト等を使用して作成した
損益計算書、貸借対照表等
　　「決算関係書類」といいます。
②�　販売管理ソフト等を使用し作成し
た見積書、請求書、領収書等の控え
　　「取引関係書類」といいます。

　�　会計的な流れから考えると、
　　 a．�会計データの入力・取り込みをし、

「仕訳帳」（電子帳簿）を作成
　　 b．�「仕訳帳」から「総勘定元帳」（電

子帳簿）を作成
　　 c．�「仕訳帳」から「損益計算書・貸借

対照表」（電子書類の決算関係書
類）を作成
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⑵　どこまで電子化しないといけないの？
　�　帳簿や書類を電子化する場合に、すべ
ての帳簿、すべての書類を電子化しなけ
ればならないわけではありません。書類
ごとに電子化を進めて構いません。
　�　電子化する場合には、まず、電子化の
メリット・デメリットを検討し、電子化
の目的を実際の経理担当者等も交えたう
えで決定していくのが良いでしょう。
　�　電子化の目的から、計画と業務フロー
を検討し、自社の状況に合わせ取り組ん
でいくことがおすすめです。
　�　電子帳簿等に関しては、主に経理の方
等の業務に大きく影響するため、実際の
業務を行う方を中心に、最適なやり方や
適用範囲を考える必要があります。

【メリット】
①　コストの削減効果
　�　紙による書類の保管場所の削減
　�　印刷コストの削減
　�　データ通信による配達コストの削減
②　業務の効率化による生産性の向上
　�　書類の検索能力の向上による業務
効率の向上
　�　データ共有化によるアクセス効率
の向上
③�　業務フローの再構築による業務見
直しによる省力化
④　税務的メリット
　�　過少申告加算税の減免措置

【デメリット】
①　業務変化への対応
　�　紙から電子データへ変更した場合
に仕事のやり方を変えなければなり
ません。時には抜本的な変化が必要

となり、十分な話し合いをせず進め
ると反発が起きる可能性があります。

②�　情報セキュリティへの対応とITス
キルの必要性

　�　電子化をし、業務を効率化する場
合には、業務の効率化と反比例して
セキュリティリスクも増加します。

　�　例えば、ランサムウェア（身代金ウィ
ルス）などによって、業務データが外
部に流出するリスクもあります。また、
適切なITスキルがないと運用できない
可能性もあり、スキルアップも重要とな
ります。

⑶�　いつから電子帳簿・電子書類にできるの？
　�　令和 4年 1 月 1 日以降は、電子帳簿等
の保存にあたって、税務署長の承認が不
要とされています。ただし、会計帳簿は、
事業年度ごとに区切って作成されるもの
ですから、電子帳簿も事業年度ごとに行
う必要があります。そのため、電子帳簿
は法人については事業年度の開始から、
個人事業の場合には 1 / 1から開始する
必要があります。期の途中から行う事は
できません。
　�　一方で、電子書類に関しては任意の時
期から開始することができます。
⑷�　電子帳簿と電子書類の保存の要件は？
　�　これらの電子帳簿、電子書類の要件で
すが、電子帳簿は、優良帳簿とそれ以外
の帳簿に分けられています。
　�　優良帳簿の場合、通常の帳簿より厳格
な要件がありますが、これらの要件を満
たし、かつ、税務署に届出を行った場合
には、法人税や所得税、消費税について
その過少申告加算税の軽減が受けられる
メリットがあります。
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【優良帳簿である電子帳簿の要件】
①�　システムの概要書や操作説明書類
を備え付けること

②�　パソコン、ディスプレイ、プリン
タなどを備え付けること

③�　訂正・削除を行った場合に確認で
きるシステムであること

④�　月次など通常の業務期間後に入力
を行った場合に確認ができるシステ
ムであること

⑤�　電子帳簿と関連する他の帳簿の間に
相互にその関連性を確認できること
⑥�　取引年月日、金額、取引先により
検索できること

⑦�　日付、金額を範囲指定して検索で
きること

⑧�　 2以上の任意の項目で検索できること

【優良帳簿ではない電子帳簿の要件】
①�　システムの概要書や操作説明書類
を備え付けること

②�　パソコン、ディスプレイ、プリン
タなどを備え付けること

③�　税務調査の際に税務職員からのダ
ウンロードの求めに応じること

【電子書類の要件】
①�　システムの概要書や操作説明書類
を備え付けること

②�　パソコン、ディスプレイ、プリン
タなどを備え付けること

③�　税務調査の際に税務職員からのダ
ウンロードの求めに応じること

　�　優良帳簿については、優良帳簿以外に
比べ多くの要件があります。

　�　業務サイクルを決め、その通りに運用
し、会計入力の仕方などもルールを決め
る必要があります。

　�　また、優良帳簿の要件を満たすにはシ
ステム的な理解が無いと難しい部分もあ
りますので、会計ソフトや販売管理ソフ
トメーカーと話し合いをしたうえで、対
応をしていった方が良いでしょう。

　�　優良帳簿ではない電子帳簿の場合につ
いては、比較的導入がしやすいため、自
社で会計ソフトを導入している場合には
それほど問題なく導入できると思います。
　�　また、自社でお使いの会計ソフトや販
売管理ソフトが電子帳簿や電子書類に対
応しているのかどうかは、公益社団法人
日本文書情報マネジメント協会（JIIMA）
の認証マークやウェブサイトで確認が取
れます。
　�　JIIMAのウェブサイトには、
　　 a．電子帳簿に対応するソフトウェア

として
　　　�　「電子帳簿ソフト法的要件認証製

品一覧」
　　 b．電子書類に対応するソフトウェア

として
　　　�　「電子書類ソフト法的要件認証製

品一覧」のうち、「決算関係書類」
に対応するもの

　　 c．電子書類に対応するソフトウェア
として

　　　�　「電子書類ソフト法的要件認証製
品一覧」のうち、「取引関係書類」
に対応するもの

�　の区分ごとに一覧で記載されています。
　�　電子帳簿の注意点として、会計事務所
等で一年間まとめて入力を代行している
場合や会計事務所側のみ会計ソフトが存
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在する場合には、認められないケースが
ありますから注意が必要です。

4．スキャナ保存
⑴　スキャナ保存とは？
　�　取引相手から紙で受け取った領収書・
請求書、契約書などをスキャナで読み取
り、データで保存することができるよう
になる制度です。
　�　紙で受け取った領収書や契約書が大量
にあり、保管場所に困っている場合や受
け取った領収書がどこにいったかわから
ない等のケースの改善につながるもので
す。ただし、単純にスキャナで読み取っ
て保管するだけではスキャナ保存の要件
を満たしません。
⑵　なにがスキャナ保存の対象になるの？
　�　スキャナ保存の対象になるのは、紙で
受け取った領収書・請求書・契約書、自
社が紙で発行した領収書・請求書等の控
えです。
　�　一方で、前述の損益計算書等の決算関
係書類はスキャナ保存をすることができ
ません。
⑶　いつからスキャナ保存ができるの？
　�　スキャナ保存についても税務署への届
出が必要なく、任意の時期に開始するこ
とができます。ただし、スキャナ保存に
は要件があるので注意が必要です。
⑷　スキャナ保存の要件は？
　�　スキャナ保存の要件は、電子帳簿等に
比べると、厳しい条件になっています。
この理由は、ある程度のスキルがある場
合に改ざんができることから、改ざんを
防止するために厳しい条件をつけている
ものと考えられます。

【スキャナ保存の要件】
①�　受領してからおおむね 7日間（最
長 2か月）以内の業務サイクルによっ
て、読み取りとタイムスタンプの付
与をする

②�　200dpi相当以上、24ビットカラー
で読み取る

③�　読み取ったデータに総務大臣が認
定するタイムスタンプを付ける

④�　読み取った解像度等の情報を保存
する

⑤�　訂正削除の確認ができるシステム
または訂正削除ができないシステム
を使用する

⑥�　スキャナ保存を行なう者又は監督
者の情報が確認できること

⑦�　スキャナ保存した書類と帳簿との
相互の関連性を確保すること

⑧�　14インチ以上のカラーディスプレ
イ・カラープリンタ、操作説明書を
備え付け、スキャナ保存したデータ
について整然とした形式等でプリン
トアウトできること

⑨�　システムの概要書等を備え付ける
こと

⑩　検索機能を確保すること
a．取引年月日、金額、取引先により
検索できること

b．日付、金額を範囲指定して検索で
きること

c．2以上の任意の項目で検索できる
こと

　※書類によっては要件が異なる

　�　スキャナ保存された書類について、改
ざんがあった場合には重加算税がさらに
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加重される措置もあるので改ざんには注
意しましょう。
　�　スキャナ保存は、書面等の保管場所の
削減や受け取った請求書等の検索機能の
向上という意味では効果の高いもので
す。しかし、スキャナ保存をするための
ハードルは高いものになっています。
　�　スキャナ保存は、システム的な要件と
業務フローの要件の両方を満たさなけれ
ば、運用できないものです。
　�　システムに関しては、電子帳簿等と同
じく、対応するソフトウェアは、JIIMA

のウェブサイトに「電帳法スキャナ保存
ソフト法的要件認証製品一覧」が記載さ
れていますので、ご確認いただくと良い
でしょう。
　�　業務フローに関しては、現在の業務フ
ローを大きく変更しなければならないケー
スもあることから、電子帳簿・電子書類以
上に担当者や担当部署と話し合いを行い、
計画を立てて進めていきましょう。
　�　スキャナ保存を始めるには、以下のよ
うに計画を立てて行っていくのがおすす
めです。
　⒜　スキャナ保存を行う目的を確認
　⒝�　JIIMAのウェブサイトで対応製品を
確認

　⒞　ソフトウェアメーカーとの打ち合わせ
　⒟�　スキャナ保存にかかる業務フローの
策定

　⒠　実際の運用
　�　自社が発行した領収書等について、電
子保管をする場合に、スキャナ保存と電
子書類の取引関係書類における保管が考
えられますが、電子書類の方が要件も
少なく導入しやすいのではないかと思い
ます。

5．電子帳簿保存法のまとめ
　大きく分けて
　⑴　電子データのデータ保存
　⑵　電子帳簿・電子書類
　⑶　スキャナ保存
　の 3つの規定があります。⑴が義務、⑵
と⑶が任意の規定です。
　どの書類をデータとして保存するのにど
の規定が適用されるのかは次の通りになり
ます。

①　領収書・請求書をもらう側
a．紙でもらったものを電子化

　⇒スキャナ保存の規定
b．データでもらったものをデータで
保存

　⇒データ保存の規定
②　領収書・請求書を発行する側（控え）

a．紙で発行したものを電子化
　⇒スキャナ保存の規定

b．データで作成したものをデータで
保管

　⇒電子書類の規定
③　会計データを電子で保管
　⇒電子帳簿・電子書類の規定

　電子帳簿保存法に基づく電子帳簿等の保
存に関しては、優良帳簿やスキャナ保存な
ど比較的導入するのに難易度が高いもの
と、優良帳簿以外の帳簿や電子書類など導
入しやすいものがあります。
　義務となる電子データのデータ保存への
対応は必須ですが、電子帳簿等も自社の状
況に合わせ、IT化を進めていただければと
思います。
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【分類】　�起 因 物：フォークリフト　事故の型：飛来・落下

1－1　どんな危険が潜んでいるのでしょう…（この状況で予知される災害は？）

　平ボデートラック荷台の鳥居部と後あおりに斜めにかけ渡して積まれた C形
鋼30本の束（長さ12m、重さ1.5t）をフォークリフトで持ち上げ、降ろそうと
しています。

1 . 車両系荷役運搬機械の災害事例

　車両系荷役運搬機械および車両系建設機械・高所作業車（特自検対象機械）の労働災害
事例について、災害発生前と発生後をイラストにして説明しています。職場の皆様でご覧
になり、安全作業、危険予知活動等にご活用ください。

イラスト災害事例

イ
ラ
ス
ト
災
害
事
例



SACL （ 42 ） 第 45巻 265号（2023. 5 ）

176

1－2　どうすれば防げるでしょうか…（こんな災害が発生しました）

フォークリフトが鋼材の束を持ち上げたところ、鋼材が滑り、荷台上にいた誘
導者とともに地上に落下し、誘導者が鋼材の下敷きになりました。

【災害発生防止のポイント】
●�横方向の積荷安定性が確保できない「長尺物の荷積み・荷降ろし」は、フォー
クリフトを使用せず、クレーンを用いて長尺物に適した玉掛方法（ 2点吊り
等）で行う。
●�誘導者は、荷降ろし作業中は危険箇所へ立ち入らない（荷台上から離れる）、
また保護帽（ヘルメット）を必ず着用すること。

イ
ラ
ス
ト
災
害
事
例
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【分類】　起 因 物：掘削用機械　事故の型：墜落・転落

2－1　どんな危険が潜んでいるのでしょう…（この状況で予知される災害は？）

　土石流災害の復旧及び捜索活動において、作業箇所付近にあった穴を塞ごうと、
80×60×10cmのコンクリート床板（重量120kg）を、0.022m3ドラグショベルの
バケットにワイヤーでくくりつけ、移動するため旋回しようとしています。

2 . 車両系建設機械等の災害事例

イ
ラ
ス
ト
災
害
事
例
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2－2　どうすれば防げるでしょうか…（こんな災害が発生しました）

　旋回したところ、機体がバランスを崩し 2 m下の川に転落、運転席から放り出
された運転者の上にドラグショベルが落下しました。

イ
ラ
ス
ト
災
害
事
例

【災害発生防止のポイント】
●�クレーン機能付きドラグショベルやレッカー等を使用することが原則だが、災
害の復旧及び捜索活動等で、作業の性質上等やむを得ず用途外使用をする場合
でも、安全を確保して実施すること（設置地盤の強度・状態、旋回方向・旋回
速度やアームの起伏動作等の事前確認、打合せ）。
●�作業中運転者は、保護帽（ヘルメット）を着用する。
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■概要
　キャタピラージャパン合同会社は、この度中型
ホイールローダCat 966 GCを 1 月25日より発売を
開始いたしました。 
　この966 GC ホイールローダは、砕石、骨材、
砂、チップ、石炭などのバラ荷材の積込みや横持
作業用に専用に開発され、バケットサイズ4.0m3〜
4.2m3で既に市場に導入している966クラスのライ
ンナップに加わります。
　シンプルなデザインは容易なオペレーションと
メンテナンスを実現し、お客様の保有経費削減に
役立ちます。マシン後方の安全を確認することが
できる高解像度のリアビューカメラを標準装備し
ています。

966 GCはオフロード法 2014年基準をクリアし、
砕石や港湾などの積込み作業の現場でお客様の期
待に応えます。 

■主な特長
1 ．最大15％（*）のトータルコスト低減 
　⑴　アイドル回転数を最小化するエンジンアイ

ドリング制御システムによりアイドリング時
間や燃料消費量を低減することができます。

　⑵　大きく開くガルウィング式のエンジンアク
セスドアによりメンテナンスが容易に行えま
す。油圧及び電気サービスセンタも 1 ケ所に
集中配置し、メンテナンス時間の短縮が図れ
ます。

　⑶　本機が対象としている用途に必要十分な機
能を備えつつ、低価格を実現しています。

（＊966 ホイールローダとの比較）

2 ．シンプルで容易なオペレーション 
　⑴　油圧パイロット式作業機コントロールは快適

でかつ軽い力で操作できます。 1 本レバーまた
はジョイスティックをご購入の際に選択でき、
直感的なオペレーションを可能にします。

　⑵　ワイドかつフラットで歪みのないフロントガラ
スにより、広々とした視界を実現しています。高
解像度のリアビューカメラは標準装備です。優れ
た視認性と安全性により、安全で快適な運転環
境を提供します。

3 ．信頼のパフォーマンス 
　⑴　必要時に必要な量のオイルを提供するロード

センシング油圧システムを採用。エネルギーの
ロスを無くし、燃費が向上します。また、油圧
が軽負荷の時はエンジンパワーを足回りに振り
分けるため、走行能力やけん引力が向上します。

　⑵　パフォーマンスシリーズバケットは積込み
が容易で、荷の保持性の向上と掘削時間の短
縮を実現します。生産性と燃費効率を大幅に
向上し、従来のバケットデザインと比較して
バケットのフィルファクタを最大10％増加す
ることができます。

■問合せ先
　キャタピラー

GCI マーケティング イノベーション
〒220-0012 神奈川県横浜市西区みなとみらい 3 丁目 7 - 1
TEL. 045-682-3553

製 品 名 中型ホイールローダ Cat® 966GC
キャタピラージャパン合同会社

発売年月 令和 5年 1月

Cat® 966 GC® 966 GC®  ホイールローダ 
（写真は海外仕様を含みます）

■主な仕様
966 GC 

運転質量 kg 21,642

バケット容量 m3 4.2

エンジン名称 Cat C9.3B ディーゼルエンジン 

総行程容積 ℓ 9.3

定格出力 kW 196

速度段 前進 4 段、後進 4 段 

最高速度（前進/後進） km/h 34.8 /36.9 

全長 mm 8,970

全幅 mm 3,220

全高 mm 3,582

　製品紹介

※　この欄では、会員企業から随時提供されるニュースリリースをもとに、数機種を選び掲載しています。
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■概要
　小型建設機械を開発・製造・販売する株式会社
竹内製作所は、ミニショベルの新製品「TB350R」
を2023年 3 月より販売開始しました。
　今回発表した「TB350R」は、90度旋回した時の
運転席後方の“はみ出し”が少ない後方小旋回機で
す。狭小地や密集地でも、死角となる後方での接触
事故を気にすることなく、オペレーターは存分にショ
ベルを運転することができます。また、高い市場評
価を得ている既存機種「TB250- 2 」をベースに開
発され、確かな販売実績に裏付けられた利便性、信
頼性を継承しました。

■主な特長
1．後方小旋回機としては抜群の安定性
　後方小旋回機と標準機では、重心が構造的に異
なるため、掘削作業時の安定性は標準機の方が優
れているのが一般的です。そこで、「TB350R」の
開発では、重心を最適化することで、後方小旋回
機としては抜群の安定性を確保しました。

2．標準機と同等の居住空間、なめらかで直感的
な操作性
　コンパクトな後方小旋回機でありながら、標準機
である既存機種「TB250- 2 」と同等の広さのキャ
ビンを実現しました。長時間作業でも疲れにくく、
快適に運転することができます。また、当社製品は

「意のままに、なめらかにコントロールできる操作
性」を強みとしており、「TB350R」においても、
既存機種同様の操作性を踏襲しています。 

3．TFM（Takeuchi Fleet Management） ※日本
国内ではオプション装着
　製品の稼働情報、位置情報、メンテナンス履歴
などを遠隔監視し、故障はもちろん、万一の盗難
時に即応できます。

■問合せ先
　株式会社竹内製作所 経営管理部 阪井 大志
　〒389-0605 長野県埴科郡坂城町上平 205

TEL：0268-81-1200

製 品 名 5トンミニショベル「TB350R」
株式会社竹内製作所

発売年月 令和 5年 3月

※ 掲載は、定期又は特定自主検査の対象機種とそのアタッチメント、関連商品及び検査測定器です。

5 トンミニショベル「TB350R」

運転席後方の“はみ出し”が少ない 

上部体を90度
旋回させた状態
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■概要
　小型建設機械を開発・製造・販売する株式会社
竹内製作所は、ホイール式油圧ショベルの新製品

「TB395W」を2023年 3 月より販売開始しました。
　今回発表した「TB395W」は、駆動部がホイー
ル式の油圧ショベルであり、ホイール式の最大の
メリットは、トレーラーなしで単独移動できる機
動性にあります。点在する工事現場を 1 日で複数
巡回する場合や、道路工事や除草・除雪作業など
移動しながらの作業が必要な場合に最適なモデル
として、好評を得ております。
　本製品は、お客様から高い評価をいただいてい
る既存機種「TB295W」の後継機種です。優れた
機動性と作業性を継承しながら、内外装を一新し、
機能をさらに強化してフルモデルチェンジを果た
しました。

■主な特長
1 ． 4 WS機能※オプション装着
　前輪の操舵情報に応じて、後輪も操舵する 4 WS
機能を搭載しました。後輪が前輪と逆の方向に操
舵される逆位相、同じ方向に操舵される同位相の
両方に対応しています。
　 • 逆位相　最小回転半径を減少させる
　 • 同位相　道幅が狭い場所で、向きを変えずに

障害物を回避

2 ．オートクルーズ機能
　道路工事や除草・除雪作業などでは、低速で一
定速度を維持しながら作業することが求められま
す。この機能により、オペレーターは微妙なアク
セルワークから解放され、アーム操作に集中する
ことができるため、作業効率が飛躍的に向上し
ます。

3 ．TFM（Takeuchi Fleet Management）
　製品の稼働情報、位置情報、メンテナンス履歴
などを遠隔監視し、故障はもちろん、万一の盗難
時に即応できます。

■問合せ先
　株式会社竹内製作所 経営管理部 阪井 大志
　〒389-0605 長野県埴科郡坂城町上平 205

TEL：0268-81-1200

製 品 名 10トンホイール式油圧ショベル「TB395W」
株式会社竹内製作所

発売年月 令和 5年 3月

10トンホイール式油圧ショベル「TB395W」

4WS（逆位相）

※　ニュースリリース送付先：〒101-0051千代田区神田神保町3-7-1ニュー九段ビル９F
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （公社）建設荷役車両安全技術協会広報部
　　　　　　　　　　　　　　または E-mail：koho@sacl.or.jp まで
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■概要
　長野工業㈱は、長野独自の新しい設計基準を盛
り込んだ高所作業車“ 7シリーズ”を本年 1月よ
り発売しておりますが、このうち、 7 m屈伸ブー
ム型「NUL07- 7」のバッテリー仕様「NUL07E- 7」
を本年 4月より新たに発売開始しました。
　“ 7シリーズ”は、長野の新設計基準「構造物・
積載物に作用する風の影響」「搭乗者が作業する時
の押し引きの影響」「ブームが上下する時の慣性力
の影響」「10cmの段差を乗り越えても転倒しない」
という観点から安心・安全を追及した新仕様です。
　 今 回 の「NUL07E- 7」 は、「NUL07- 7」 の
バッテリー仕様で、鉛バッテリーを標準搭載した、
排気ガスを出さない地球に優しいサスティナブル
な製品です。当社としてはカーボンニュートラル
を目指した第一歩となります。
　また、クロ－ラ式屈伸ブーム型としては国内メー
カー初のバッテリー高所作業車です。

■主な特長
1．“ 7シリーズ”の安全性継承
　 • 許容傾斜角が 3度から 5度へ
　　（従来機「NUL070R- 2」）比較）
　 • 走行停止規制付き
　 • 傾斜地での走行規制＆転倒防止装置付き
　 • 非常用降下装置を装備

2．鉛バッテリー標準搭載（＊ 1）

　 • 日中 8時間稼働→夜間充電で十分使用
　　可能な容量のバッテリーを搭載（＊ 2）

　　＊ 1：メンテナンスフリーバッテリーはオプ
ションで設定可能

　　＊ 2：稼働時間は標準操作パターンにて実測、
操作パターンによっては 8時間稼働で
きないこともあります

3．操作性、環境性
　 • エンジン搭載機と同等の操作性能、走行性能

を確保
　 • 静音、低振動、低排熱なので、密集地での建

築工事、また地下やトンネル工事、屋内工事
に最適

■問合せ先
　長野工業株式会社
　営業部　大久保　拓也（おおくぼ　たくや）

TEL：026-273-1333　　FAX：026-273-1423
　メール：sales@nagano-access.com

URL：http://www.nagano-i.jp/

製 品 名 クローラ式7m屈伸ブーム型
バッテリー高所作業車「NUL07E- 7」 長野工業株式会社

発売年月 令和 5年 4月

■主な仕様
機種名 NUL07E-7

車体 クローラ

ブームタイプ 屈伸+直伸（ 2 段）

作業床最⼤地上高 6.8m

最⼤作業半径 4.5m

積載荷重 150kg

輸送⼨法（格納姿勢）

全長 4,080mm

全幅 1,650mm

高さ 1,995mm

車両重量 2,740kg

平均接地圧 42kPa

許容路⾯傾斜 5度

⾛行速度 1.1/2.2（km/h）

登坂能力（格納姿勢） 36％（20度）

動力

バッテリー 6V×8個

容量（20時間率） 251Ah

電機システム 48DC

⾜回りはグレイゴムクローラがのみ

クローラ式 7 m屈伸ブーム型
バッテリー高所作業車「NUL07E- 7 」

※ 提供されたニュースリリースは、必ずしも全数掲載とは限りません。また掲載時期がずれることもあります。
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　263号より、令和 3年度（令和 4年表彰分）考案賞入賞作品中、金賞、銀賞受賞 4作
品について、考案者の方に直接お話を伺い、考案に至った理由やご苦労話等をシリーズ
で紹介しています。
　第 3回は、銀賞を受賞された埼玉県支部・コベルコ建機日本㈱関東支社　埼玉西工場
に所属する田尻さんの作品です。
　なお、受賞作品の詳細内容は、機関誌第260号（2022年 7月号）23〜24頁をご覧ください。
（※本取材は基本的な感染対策を行った上で実施し、個人写真撮影時のみマスクを外しています）

1．事業所概要
　建設機械等の販売、サービスならびにレン
タル事業を行うコベルコ建機日本㈱　関東支
社に所属する埼玉西工場は、2005年 4月に
旧川越工場と旧熊谷工場が統合し、現在の
地、東松山市に移転しました。
　埼玉県西部（および東京都の一部）の広範
な地域を営業エリアとする埼玉西営業所（同
一敷地内に所在）のお客様の機械のサービス
（整備、点検や特自検）を主に実施しています。
　埼玉西工場は、総計11名（うちサービス員
8名）で、工場内および現場で油圧ショベル、
ホイールローダーや転圧機等の整備、点検を
月平均200〜300件以上も実施しています。

2．受賞作品
⑴�　作品名：「クレーン性能検査用分割式
テストウエイト」

⑵　概要
　�　従来、クレーン機能付き油圧ショベル
の荷重検査や工場の天井クレーンの性能
検査の際、それぞれの荷重に見合ったテ
ストウエイトを準備する必要があり、事
前の準備や段取りに大変手間が掛かって
いました。

令和3年度　考案賞受賞企業を訪ねて
第3回　銀賞受賞　「クレーン性能検査用分割式テストウエイト」

考案者：埼玉県支部　コベルコ建機日本株式会社　関東支社
埼玉西工場　田尻　信悟

左 ：埼玉西工場/右 ：埼玉西営業所

左 ：ベースウエイト2.9t

右 ： �追加積載ウエイト1.2t～2.1t （タンク構造 ： 内部

の水量で調整可能）

受賞作品

ベースウエイト

追加積載ウエイト
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　�　また、天井クレーンの性能検査は 5 t

のテストウエイトが必要で、ウエイトを
移動させるため、わざわざレッカー等を
調達する等コストも掛かっていました。
　�　そこで、考案したのが、「ベースウエ
イト2.9t」と水を入れるタンク構造の「追
加積載ウエイト1.2t〜2.1t」（注水する水
量で重量調整可能）からなる分割式テス
トウエイトです。

　�　「ベースウエイト」は、主に台数の多
い2.9t吊りクレーン機能付き油圧ショベ
ルの荷重検査に、「追加積載ウエイト」
は満水にすると2.1tとなるため「ベース
ウエイト」と組み合わせ天井クレーン 5 t

の性能検査に使用します。
　�　また「追加積載ウエイト」は水量調整
で1.2t〜2.1tの範囲で自由に重量設定で
きるため、2.1t以下のクレーン付き油圧
ショベルの荷重検査にも使用できます。
　�　すなわち、この 1組で1.2t〜2.1t、4.1t

（1.2t+2.9t）〜 5 t（2.1t+2.9t）の間で
自由な重量設定が可能となります。
　�　さらに、「ベースウエイト」「追加積載
ウエイト」ともそれぞれ 3 t以下とし、場
内のフォークリフト3.5tで移動できるよ
うにもしました。 3．考案者の横顔

　考案者の田尻さんは、入社29年目の当埼
玉西工場の工場長です。
　各地の工場、営業所でサービス員等を経
験された後、2012年 1月から仙台工場長、
そして2015年 4月からは埼玉西工場長に就
任されました。
　工場長としてのマネージメント業務はも
ちろんですが、その他とくに社員育成にも
大変力を入れており、若手社員対象の工場
勉強会（ 2回/月）を自ら主催し、講師と
なっているそうです。

ベースウエイト2.9 t (下) に追加積載ウエイト2.1 t (上)
(満水) 装着直前

テストウエイト 5 t完成

　　　　　　　追加積載ウエイトの

　　　　　　　左 ： 上部給水口と水量ゲージ

　　　　　　　右 ： 排水コック
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4．考案者との一問一答
　以下、田尻工場長との一問一答です。
Q 1：�考案のきっかけは（現状の悪さ加減

を教えてください）。
A 1：�当工場は保有機械の95％以上が油圧

ショベルですが、近年、クレーン機
能付き油圧ショベルも台数が増えて
います。また、機種としては、最大
吊り上げ能力（定置吊り時）min0.4t

〜max2.9tまでが存在します。
　　　�そのため、荷重検査の際は、検査の

実作業以上に、それぞれのウエイト
を準備・段取りする時間に手間が掛
かっており、サービス員を悩ませて
いました。

　　　�そこで今回はこれに目を付けてみま
した。

Q 2：今回の考案の製作期間は。
A 2：�図面化 2日、外注での製作期間が約

1週間の短期間で行いました。
Q 3：�このアイデアが浮かんだ理由は（最

初からこの形状で考えたのか）。
A 3：�天井クレーン検査用に 5 tウエイトを

一体で制作すると、移動にクレーン
車が必要となるため、まず分割式を
考えました。

　　　��続いて、クレーン機能付き油圧ショベ
ルは2.9t吊りが多く、また、場内フォー
クリフト3.5tで運搬できるよう、ベー
スウエイトを2.9tと設定しました。

　　　�水量を調整して重量を可変できる
「追加積載ウエイト」は大型解体機等
に使用されている積層ウエイトにヒ
ントを得ました。鉄板を分割して積
むことも考えましたが、水であれば、
自由な重量に設定できます。

Q 4：�この考案で考慮、苦心した点は。
A 4：ベースウエイト2.9tの検討です。
　　　�ベースウエイトは、重量を正確に2.9t

にしなくてはいけないため、既存の
鋼材（敷鉄板、アングル材、鉄板、
各パイプ等）の選定、重量計算、寸
法調整等を繰り返しました。

　　　�（予定の2.9tより若干軽く設計し、最
終的に薄い鉄板で重量を微調整しま
した）。

Q 5：試作費用はいくらですか。
A 5：�材料（鋼材）費用と外注制作費用を

合わせ、約70万円です。
Q 6：�実際に使用した他のサービス員の声

はどうですか。
A 6：�とにかくテストウエイトの準備が楽

になったとの声が多く、大変うれし
く思っています。

　　　�体感上はウエイト準備・段取りの手
間が90％位減少しているのではない
でしょうか。

A 7：さらに改善する点はありますか。
Q 7：�ほぼ完成品と考えていますが、夏季

になると「追加積載ウエイト」の水
量ゲージが長いので暑さでたわんで
しまうことがあります（笑）。この点
は改善したいと思います。

考案者 ・田尻工場長(受賞作品とともに)
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A 8：素晴らしい作品を考案する秘訣は。
Q 8：�とにかく一から考えることが好きで

す。サービス員がより効率的に、安
全に、またコスト面で有利に、作業
をできないかを常に注視し、課題が
あれば、自ら図面化して考案活動を
実施しています。

5．取材を終えて
　文中にもありますが、「とにかく、新し
いものを一から考え、作るのが好き」と目

を輝かせる田尻さん、令和 3年度の考案賞
にはこの作品以外にも、もうひと作品応募
されており、この言葉が裏付けられている
ようです。
　今後も考案賞への応募を期待しております！
　また、若手サービス員の人材育成にも力
をいれておられるとのこと、勉強会等で田
尻さんの熱い思いを伝え、第二、第三の田
尻さん、あるいは田尻さんを超えるような
若手人材の育成も期待しております。

［広報部：水島　記］��

受賞者より

コベルコ建機日本株式会社
関東支社　埼玉西工場

工場長 田尻　信悟　さん
この度は考案賞（銀賞）を頂き、
誠に有難う御座いました。

　クレーン性能検査時にテストウエイトの準備や
移動に手間が掛かっていた事も有り、分割式で容
易に移動が出来、尚且つ重量の調整が可能なウエ
イトを製作出来ないかと考え、今回の考案に至り
ました。
　今後もサービスマンの安全確保と作業効率改善
に繋がる様な考案を続けて行きたいと思います。
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　令和 4 年10月19日から福岡県福岡市・マリンメッセ福岡 B 館等で中災防主催の第81
回全国産業安全衛生大会in福岡が開催されました。この大会の14の分科会のうち「DX等
分科会」で、当協会会員さんに関連した事例研究が発表されていましたので紹介させて
いただきます。
　当事例は、コマツカスタマーサポート㈱北海道カンパニー 札幌南支店　札幌南支店サー
ビスセンタのサークル活動で、QC手法を駆使し、労働災害防止のため「動画で見る作業
手順書」作成に取り組まれたものです。
　（なお、今回は大会での発表事例に、不足部分を追補した再構成版を掲載します）

1．はじめに
当社は、コマツの販売特約店として設立

され、2018年 4月にコマツ建機販売株式会
社、コマツリフト株式会社、コマツレンタ
ル株式会社の 3社統合によりコマツカスタ
マーサポート株式会社となりました。国内
を 7地域に分け、建設機械、フォークリフ
トの販売・レンタル・アフターサービスを
行っております。その中の北海道カンパニ
ーは、北海道北広島市に本社を構え、17拠
点にて業務を展開しています。
　コマツカスタマーサポートは、「 1．社員全
員が誇りと喜びをもって働ける」、「 2．ダント
ツの価値をお客様に提供する」ことを基本理
念としています。北海道カンパニーの活動とし
ては、「安全・コンプライアンス最優先」のもと、
『Something New ! Something more Fun !』
（何か新しい事！いつももっと楽しい事！）を
スローガンに日々、活動をしております。

2．会社概要
⑴　コマツカスタマーサポートの概要
　 • 会社設立：2018年 4月
　 • 代表取締役社長　粟井　淳
　 • 資本金： 9億 5千万円
　 • 売上高：2,200億円（2022年 3月期）
　 • 従業員数：4,313名（2022年 3月時点）
⑵　北海道カンパニーの概要
　 • カンパニー社長　山原　茂樹
　 • 従業員数　374名
　 • 営業拠点　北海道全般　17拠点体制

動画で見る作業手順書
コマツカスタマーサポート㈱　北海道カンパニー　札幌南支店

札幌南支店サービスセンタ　長谷川　和宏

図 1 ． 北海道カンパニー本社 （北広島市）
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3．テーマ選定
　昨年、「履帯取外し作業でマスターピン
プレス使用中に左手中指先端が挟まれ骨折
する」労働災害を受け、サークルから類似
災害を発生させないために、「使用頻度の
低い設備・治工具、測定機器を使用しての
作業」に対して、ブレーンストーミングを
行い、 6項目の作業が洗い出されました。

6項目の作業に対し、メカニック44名を
対象に「取扱いに自身がない治具・測定器
の作業」についてのアンケートを実施。結
果、アキュームレータガス圧点検・充填作
業が40%、サスシリンダガス充填が25%、
マスターピンプレス作業が22%を占めてい
ることが分かりました。

4．現状把握
⑴　リスク評価の実施
　�　そこで、洗い出された 6項目についてリ
スク評価を実施したところ、アンケートでの
割合も多かった、アキュームレータガス圧

測定・充填作業、サスシリンダガス充填作
業、マスターピンプレス作業がリスクⅢとな
り、危険度の高い作業と認識しました。

⑵　要因の洗い出し
　�　リスクⅢの作業を、特性要因図を用い
て管理・設備・人的・環境的要因の項目
から洗い出したところ、共通要因が 3つ
ある事が分かりました。

　【共通要因】
　　 • 繰り返しの教育不足
　　 • 作業内容の忘れ
　　 • 不慣れな作業

　�　洗い出された共通要因を潰し込むこと
により、リスク低減（リスクⅢ→リスク
Ⅰ）を図り、災害未然防止に繋げていく
活動を進めて行くことにしました。

図 4 ． 特性要因図

図 2 ． 使用頻度の低い設備 ・治工具 ・測定器
表 1 ． リスク評価シート

図 3 ． メカニックアンケート調査
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5．対策の立案
　共通要因に対して、なぜなぜ解析を実施
したところ、「作業頻度が少なく経験が積
めないため、作業をするときには忘れてい
る」という結論になり、対策案として「作
業手順の動画」を作製することにしました。
　メリットとして、「教育での使用・不慣
れな作業でも事前に確認」することで安全
作業に繋がると考えました。

6．対策の実施
⑴　リスクの再評価
　�　まずは、リスクⅢ作業に関して動画を
作製し、パソコン・iPadからマイクロソ
フトストリームで視聴出来る環境を整え
ました。製作した動画をサークルメンバ
ー・経験の浅いメカニックに視聴しても
らいヒヤリングを実施。
　�　結果、動画を見て治工具の正しい使い方
を理解することができ、分かり易いと良い
回答も得られましたが、問題点も多く出さ
れリスクの再評価を実施。効果を確認しま
したが、リスクⅢをリスクⅡに下げること
は出来たものの目標であるリスクⅠには未
達。さらなる改善が必要と分かり、再度、
対策を検討することにしました。

⑵　対策の再検討
　�　動画視聴の問題点として、①事前に閲覧
は可能だが、現場作業では簡単に確認出来
ない ②使用したい時に、操作閲覧出来るか
不安 ③いざ治具を使用する時に確認出来る
人がいなければ不安 ④動画が何処に保管さ
れているか忘れそうなどの意見がだされ、誰
もが作業時・KY時に簡単に確認できる手法
はないか？　検討することにしました。
　�　メンバーから、「最近よく見かける二次元
コードなんてどう？」と意見が出され、「流
行に乗って、まずはやってみよう！」と動画
の二次元コードを作製しiPad，iPhoneで、
誰もが何処でも簡単にアクセス出来るよう
にすることとしました。

図 6 ． 対策の再検討

図 5 ． なぜなぜ解析

表 2 ． 対策後のリスク評価
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⑶　再対策の実施
　�　作製した「二次元コード」を各治工具
ケース内に貼付けし、工場内及び出張作
業において、作業前や作業中でも容易に
動画で作業手順を確認出来る環境を整え
メンバー・メカニックに動画視聴しても
らいました。
　�　動画視聴後、「現場の環境は、静かと
は限らない！騒音のあるところでは音声
が聞こえない。」と意見があり、さらな
る改善で動画に字幕表示を追加すること
にしました。

7．効果の確認
　これまでの活動で、「動画作製」・「二次
元コード作製」・「字幕表示の追加」をした
ことにより、いつでも・何処でも必要な時
に動画での作業手順の確認ができるように
なり、再リスク評価をすると全項目リスク
Ⅱ→リスクⅠに下げることに成功。メンバ
ー・メカニックのKY意識向上及び不安全
作業を防止出来るツールが完成しました。

8．水平展開とまとめ
⑴　二次元コードの活用
　�　今回の活動でメインになった「二次元コ
ード」を他に活用出来ないかと考え、コマ
ツカスタマーサポートの「安全衛生標準書
を二次元コード化」一覧表を工場内に掲示・
サービスカーに搭載し必要に応じて、いつ
でも確認出来る環境にしました。

図 9 ． 二次元コードの活用

表 3 ． 対策後のリスク評価

図 8 ． 対策後の動画検証

図 7 ． 再対策の実施 （二次元コード貼付）
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　�　また、図10は一覧表の掲示だけでなく
工場内設備に二次元コードを貼付けた一
例です。二次元コードを読み取ると「研
削砥石の使用基準」にアクセスでき、始
業前・月例点検時に活用しており事故・
災害防止に努めています。

⑵　水平展開
　�　今回の「安全衛生標準書二次元コード
化」を北海道カンパニーだけでなく、全
国のカンパニーでも活用出来るように、
コマツカスタマーサポート本社安全グル
ープに紹介。安全グループサイトに登録
することで、全国の拠点でも閲覧出来る
よう水平展開を行いました。

　最後に、過去発生した災害・重大ヒヤリ・
ヒヤリハットの気がかりな対策内容を確認
し、文面だけでは分かりづらいものは、作
業手順動画を作製し二次元コード化をさら
に進めていき、類似災害撲滅・ゼロ災害へ
向け活動してまいります。図10． 現場での二次元コード活用事例



SACL （ 58 ） 第 45巻 265号（2023. 5 ）

192

建　荷　協　の　動　き
（令和 5年 2月 1日〜令和 5年 3月31日）

常設委員会

令和4年度　第4回特自検委員会
　月　日：令和 5年 3月 8日（水）
　場　所：日本教育会館
　議　事：
　　 1．令和 3年度特自検実施状況報告
　　 2．�令和 4年度強調月間実施報告（令和

5年度実施要綱について）
　　 3．「特自検作成支援ソフト」機種追加
　　 4．その他
　　　 • 特自検検査指針の改定
　　　 • 特自検に関する Q＆ A

令和4年度　第4回検査・整備技術委員会
　月　日：令和 5年 2月15日（水）
　場　所：建荷協本部会議室
　議　事：
　　 1．�「考案賞」二次審査対象作品説明及

び審査
　　 2．�令和 4年度委員会・分科会活動経

過報告
　　 3．�検査指針改正に向けての推移状況

説明
　　 4．�「考案賞」審査結果発表及び入賞作

品決定
　　 5．質疑・意見等

令和4年度　第4回研修委員会
　月　日：令和 5年 3月 9日（木）
　場　所：日本教育会館

　議　事：
　　 1．令和 4年度研修・教育実績について
　　 2．�令和 4年度研修修了証発行実績に

ついて
　　 3．報告事項等
　　　 • 令和 4年度本部研修結果
　　　 • �令和 4年度広域講師の登録と定年

延長及び延長審査について
　　　 • 令和 5年度事業計画について
　　　 • �令和 5年度委員会・本部研修開催

日程について

令和4年度　第6回広報委員会
　月　日：令和 5年 3月10日（金）
　場　所：日本教育会館　喜山倶楽部
　議　事：
　　 1．�機関誌中期編集計画の検討（265号

〜267号）
　　 2．製品紹介（265号掲載分）
　　 3．�イラスト災害事例の検討（265号掲

載用初回案）
　　 4．�令和 5年度機関誌掲載用イラスト

災害事例の選考結果
　　 5．令和 5年度現場取材見学会のご案内
　　 6．令和 6年年間ポスター制作について
　　 7．�令和 5年度広報委員会開催スケジュ

ール
　　 8．令和 5年度広報委員会名簿
　　 9．�その他（令和 6年特自検啓発標語

の募集について）
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新入会員名簿
会員番号 名　　称 〒 所在地 電話番号

30905 ㈲髙建 207-0031  東京都東大和市奈良橋 5 -803 042-590-2331 

30906 ㈱アクア・アドバンス 259-1145  神奈川県伊勢原市板戸457- 1 ADビル 3 F 0463-91-6744 

40276 五島汽船協業組合 853-0015  長崎県五島市東浜町 1丁目16- 5 0959-72-2404 

61388 HKテック 851-0241  長崎県長崎市茂木町1590-135 095-836-2879 

76359 ヤンマー建機㈱　大阪支店 577-0066  大阪府東大阪市高井田本通 1 - 7 -30 06-6783-1121 

76360 ベストリンクサービス 963-4603  福島県田村市常葉町西向字米粉原50- 1 0247-61-6103 

76361 ㈱神永工業 974-8252  福島県いわき市仁井田町中ノ目84- 2 0246-84-5003 

76362 ㈱真木自動車 689-0737  鳥取県東伯郡湯梨浜町長江543- 1 0858-48-6411 

76363 ㈱K.M.テック 230-0002  神奈川県横浜市鶴見区江ヶ崎町15- 4 045-642-4118 

76364 ㈱津田建機 799-2461  愛媛県松山市鹿峰269- 4 089-994-2828 

76365 アクセント㈱ 651-2401  兵庫県神戸市西区岩岡町岩岡1603- 1 078-224-0164 

80377 ㈱利根重機 270-1445  千葉県柏市岩井485- 1 04-7191-4303 

会員入会状況

　令和 5年 2月 1日から令和 5年 3月31日までの会員の入会状況は次のとおりである。

種
別 対象業種別

会　　員　　数　（社）
令和 5年

1 月末
会員数

令和 5年 2月 1日〜
令和 5年 3月31日間異動

令和 5年
3 月末
会員数入　会 退　会

正
会
員

製造業 26 26
建設業 307 2 309
荷役業 88 1 1 88
製造工業等 43 1 42
リース・レンタル 683 1 1 683
検査・整備業 2,836 7 12 2,831
その他業種 177 1 1 177

賛 助 会 員 17 17
総 数 4,177 12 16 4,173
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令和5年度
特定自主検査資格取得研修・教育の予定表

　令和 5年度における当協会の支部が行う研
修・教育の実施予定は別表 1・ 2及び 3のと
おりです。
　受講される場合は、毎号の機関誌又は当協
会のホームページを参考に、支部で実施予定
を確認の上、お申込みください。なお、当協
会の会員以外の事業所の方も受講できます。
　事業所は、退職、異動等で検査者の不足が
生じないよう資格取得研修の受講を計画して
ください。

1．特定自主検査資格取得研修
　　（別表1）
　　�　厚生労働省の告示及び通達に基づく、
事業内検査者及び検査業者検査員の資格
取得のための研修です。

2．特定自主検査者能力向上教育
　　（別表2）
　　�　厚生労働省の通達に基づき、「フォーク
リフト」「整地・運搬・積込み用、掘削用
及び解体用機械」「締固め用機械」「基礎
工事用機械」「コンクリート打設用機械」
並びに「高所作業車」の特定自主検査者
の業務に従事しておおむね 5年以上経過
した方を対象に、技術、知識を付与する
ことを目的とした教育です。

3．実務研修及び安全教育
　　（別表3）
　　・実務研修「記録表作成コース」
　　　�　他の法令で資格を取得された方（建

設機械施工士他）や記録表の記入要領
について再び学びたい方などを対象に、
特定自主検査の法令上の位置付け、検
査方法、及び具体的な記録表の書き方

などについて学ぶことができます。
　　　�　なお、このコースには座学だけのコー

スと実機を使ったコースがあります。

　　・�実務研修「月次定期自主検査（フォー
クリフト）コース」

　　　�　定期自主検査の中でも月次検査につい
ては、特定自主検査の検査員資格がなく
ても検査を行うことができます。日頃
フォークリフトの整備や運転業務に従事
されている方を対象に検査方法や記録表
の記入要領について学ぶことができます。

　　　�　なお、このコースも座学だけのコー
スと実機を使ったコースがあります。

　　・�実務研修「月次定期自主検査（車両系
建機）コース」

　　　�　上記フォークリフトに引き続き車両
系（整地・運搬等）の月次検査につい
ても検査方法や記録表の記入要領につ
いて学ぶことができます。

　　　�　なお、このコースも座学だけのコー
スと実機を使ったコースがあります。

　　・�実務研修「検査業者業務点検コース」
　　　�　登録検査業者として、正しい管理運

営の在り方について点検表に基づいて、
内容を理解しながら研修をします。

　　・�安全教育
　　　�　厚生労働省の通達に基づき定期自主

検査対象であるクレーン機能付油圧
ショベルのクレーン部分（「建機付属ク
レーン部分」という。）並びにショベル
ローダー等の定期自主検査者を対象と
した安全教育です。

※�研修・教育の予定は、都合により中止・延期等変更になる場合がありますので事前に開催支部にお問
い合わせください。また最新の予定は協会ＨＰをご覧ください。
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令和5年度 特定自主検査資格取得研修（事業内）予定表（別表１）
（令和 5年 3月23日現在）

地区 支部 フォークリフト
車両系建設機械

整地・運搬・積込・掘削・解体用機械

北
海
道
・
東
北
地
区

北海道 8 / 2 〜 4   EF 9 /20〜22 EF
青　森
岩　手
宮　城 9 /22〜23  EF
秋　田
山　形
福　島 9 /14〜15  EF

関
東
地
区

茨　城 5 /22〜23  EF 5 /11〜12  EF
栃　木 4 / 8 〜 9   EF
群　馬 10/20〜21  EF
埼　玉 8 / 2 〜 4   EF 2 / 5 〜 7   EF
千　葉 5 /11〜13  EF 9 /14〜16 EF 7 /25〜27  EF
東　京 7 /20〜22  EF 10/26〜28 EF
神奈川 7 / 6 〜 8   EF 11/16〜18 EF 8 /14〜16  EF

中
部
地
区

新　潟
富　山
石　川
福　井
山　梨
長　野 11/ 8 〜10  EF
岐　阜
静　岡 6 /22〜23  EFG 7 / 6 〜 7  EF 5 /11〜12  EF
愛　知 3 / 7 〜 9   EF 2 /27〜29  EF
三　重 10/20〜22  EF 9 /22〜24  EF

近
畿
地
区

滋　賀
京　都
大　阪 2 /13〜17  EF 6 / 6 〜10  EF
兵　庫
奈　良 9 /14〜17  EF 7 / 6 〜 8   EF
和歌山

中
国
地
区

鳥　取 9 /13〜15   F
島　根
岡　山 8 / 3 〜 4   EF 5 /22〜23  EF
広　島 10/ 6 〜 7   EF
山　口 5 /12〜13  EF 7 / 6 〜 8    F

四
国
地
区

徳　島
香　川 8 /25〜27  EF
愛　媛 9 /14〜16  EF 7 /13〜15  EF
高　知 10/20〜21  EF

九
州
・
沖
縄
地
区

福　岡 9 /14〜16  EFG 7 / 5 〜 7   EF
佐　賀 10/ 5 〜 6   EF 7 /11〜12  EF
長　崎 7 /20〜22  EF 10月下旬   EF
熊　本 10/28〜29  EF
大　分
宮　崎
鹿児島
沖　縄

注1　研修日程は会場等の都合で変更になる場合がありますので、受講を希望される方は開催支部にお問い合わせください。
注2　表中、Eは14時間、Fは9.5時間、Gは5.5時間の受講時間を示します。
注3　表中の網掛けは終了した研修を示します。
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令和5年度 特定自主検査資格取得研修（事業内）予定表（別表１）
（令和 5年 3月23日現在）

地区 支部
車両系建設機械

高所作業車
基礎工事用 締固め用 コンクリート打設用

北
海
道
・
東
北
地
区

北海道
青　森 7 /13〜15 EF
岩　手 6 / 8 〜 9   EF
宮　城
秋　田
山　形 9 /13〜15 EF
福　島

関
東
地
区

茨　城 11/ 7 〜 8   EF 9 / 7 〜 8  EF
栃　木
群　馬 9 /15〜16 EF
埼　玉 6 /13〜15  EF 2 /14〜16 EF
千　葉 7 / 5 〜 7  EF
東　京 6 /15〜17 EF 9 / 7 〜 9  EF
神奈川

中
部
地
区

新　潟
富　山
石　川
福　井
山　梨
長　野
岐　阜
静　岡 9 /21〜22 EF 1 /18〜19 EF
愛　知 9 / 6 〜 8  EF
三　重 7 /28〜30 EF

近
畿
地
区

滋　賀
京　都
大　阪
兵　庫
奈　良
和歌山

中
国
地
区

鳥　取 11/15〜17  F
島　根
岡　山
広　島
山　口 8 /24〜26   F 6 / 8 〜10  F

四
国
地
区

徳　島
香　川 9 /21〜24   F
愛　媛 5 /25〜27 EF
高　知

九
州
・
沖
縄
地
区

福　岡 11/17〜19 EF
佐　賀 6 /21〜22  EF
長　崎
熊　本
大　分
宮　崎
鹿児島
沖　縄

注1　研修日程は会場等の都合で変更になる場合がありますので、受講を希望される方は開催支部にお問い合わせください。
注2　表中、Eは14時間、Fは9.5時間、Gは5.5時間の受講時間を示します。
注3　表中の網掛けは終了した研修を示します。
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令和5年度 特定自主検査資格取得研修（検査業）予定表（別表１）
（令和 5年 3月23日現在）

地区 支部 フォークリフト
車両系建設機械

整地・運搬・積込・掘削・解体用機械

北
海
道
・
東
北
地
区

北海道 5 /24〜26    BCD 7 / 5 〜 7   BCD 9 / 4 〜 8  ABC 10/ 4 〜 6  BCD 6 /14〜16  BC 7 /12〜14 BC
青　森 6 /22〜24    BCD 9 / 7 〜 9   BC
岩　手 5 /16〜18    BCD 7 /26〜28  BC
宮　城 7 /13〜15    BC 6 /15〜17  BC
秋　田 6 /22〜24    BC 12/14〜16  BC 8 / 3 〜 5   BC
山　形 10/25〜27    BCD 7 /19〜21  BC
福　島 7 /12〜14    BC 8 /23〜25  BC

関
東
地
区

茨　城 6 /19〜21    BC 10/ 4 〜 6   BC 7 / 4 〜 6   BC
栃　木 7 / 7 〜 9     BC 6 /14〜16  BC
群　馬 7 / 6 〜 8     BC 9 / 7 〜 9   BC
埼　玉 7 /10〜14   ABCD 3 / 4 〜 8  ABCD 12/ 4 〜 8  ABC
千　葉 6 /22〜24    BC 12/ 7 〜 9   BC 10/17〜19  BC
東　京 6 /28〜 7 / 2 ABC 2 /15〜17  BC
神奈川 6 /22〜24    BC 10/19〜21  BC 9 / 6 〜 8   BC

中
部
地
区

新　潟 6 / 7 〜11   ABC 7 /20〜22  BCD 6 /22〜24  BC
富　山 7 / 5 〜 7     BC 9 / 6 〜 8   BC
石　川 6 /15〜17    BC
福　井 6 /15〜18    BC 5 /18〜20  BC
山　梨 10/17〜19    BC
長　野 7 / 5 〜 7     BC 9 / 6 〜 8   BC
岐　阜 9 /13〜15    BCD
静　岡 6 /12〜16   ABCD 10/25〜27  BC 2 / 7 〜 9   BCD 5 /22〜26 ABC 12/13〜15 BC
愛　知 6 /16〜18    BCD 9 /14〜18 ABCD 10/ 6 〜 8   BCD 9 /27〜29  BC
三　重 9 / 1 〜 3     BCD 5 /26〜28  BC

近
畿
地
区

滋　賀 2 /14〜16    BCD
京　都 9 / 7 〜 9     BC 7 /20〜22  BC
大　阪 7 /10〜16   ABCD 10/24〜28  BCD
兵　庫 6 /28〜 7 / 2  BCD 9 /21〜30  BC
奈　良
和歌山 6 /22〜24    BC

中
国
地
区

鳥　取 9 /13〜15    BC
島　根 7 /12〜14    BC
岡　山 7 /24〜28   ABC 3 /11〜13  BC 10/17〜21 ABC
広　島 11/ 9 〜11    BC 10/18〜22 ABC
山　口 9 /14〜16    BC 7 / 6 〜 8   BC

四
国
地
区

徳　島 6 /15〜17    BC
香　川 6 /29〜 7 / 2  BCD
愛　媛 6 /21〜25   ABCD 1 /19〜21  BCD 5 /25〜27  BC
高　知 10/17〜21   ABCD

九
州
・
沖
縄
地
区

福　岡 6 /21〜25   ABCD 1 /18〜20  BCD 2 /14〜16  BC
佐　賀 6 / 6 〜 8     BC
長　崎 11月中旬     BC
熊　本 7 /14〜23   ABC 2 / 2 〜11 ABC
大　分 6 / 7 〜11   ABC 8 / 2 〜 6  ABC
宮　崎 7 /19〜23   ABCD 9 / 6 〜10 ABC
鹿児島 10/18〜22   ABC 7 /12〜16 ABC
沖　縄 6 / 7 〜11   ABC 11/15〜19 ABC

注1　研修日程は会場等の都合で変更になる場合がありますので、受講を希望される方は開催支部にお問い合わせください。
注2　表中、Aは35時間、Bは21時間、Cは18時間、Dは13時間の受講時間を示します。
注3　表中の網掛けは終了した研修を示します。
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令和5年度 特定自主検査資格取得研修（検査業）予定表（別表１）
（令和 5年 3月23日現在）

地区 支部
車両系建設機械

高所作業車
基礎工事用 締固め用 コンクリート打設用

北
海
道
・
東
北
地
区

北海道 6 / 7 〜 9   BC 8 /23〜25 BC
青　森
岩　手 10/25〜27  BC
宮　城 7 /24〜28 ABC
秋　田 6 / 7 〜 9   BC
山　形 6 / 7 〜 9   BC 4 /19〜21  BC
福　島 9 / 7 〜 9   BC

関
東
地
区

茨　城 10/25〜27  BC 7 /19〜21  BC
栃　木 10/19〜21  BC 8 /24〜26  BC
群　馬 6 /22〜24  BC
埼　玉 10/16〜20   ABC 6 /12〜16 ABC 1 /22〜26 ABC
千　葉 9 / 5 〜 7   BC
東　京 11/ 9 〜11  BC
神奈川

中
部
地
区

新　潟 9 /14〜16  BC
富　山
石　川 10/26〜28  BC
福　井 9 / 7 〜 9   BC
山　梨
長　野 6 /14〜16  BC
岐　阜 8 / 7 〜 9   BC
静　岡 10/18〜20  BC 12/20〜22 BC
愛　知 3 /13〜15    BC 6 /23〜25  BC 11/10〜12 BC
三　重 7 / 7 〜 9   BC 6 /16〜18  BC

近
畿
地
区

滋　賀
京　都 11/ 9 〜11  BC
大　阪 9 /26〜28  BC
兵　庫 11/15〜17  BC 3 / 6 〜 8   BC
奈　良 9 / 7 〜 9   BC
和歌山

中
国
地
区

鳥　取 11/15〜17  BC
島　根
岡　山 11/29〜12/ 1  BC 2 /13〜17 ABC
広　島 9 /14〜16  BC
山　口 8 /24〜26  BC 6 / 8 〜10  BC

四
国
地
区

徳　島
香　川 9 /21〜24  BC 10/26〜29  BC
愛　媛 10/19〜21  BC
高　知

九
州
・
沖
縄
地
区

福　岡 12/ 6 〜10   ABC 10/18〜22 ABC
佐　賀 9 /12〜14  BC
長　崎
熊　本
大　分 9 / 1 〜 3   BC 10/27〜29  BC
宮　崎 1 /18〜20  BC
鹿児島 6 /21〜25 ABC
沖　縄 5 /24〜28 ABC 10/25〜29 ABC

注1　研修日程は会場等の都合で変更になる場合がありますので、受講を希望される方は開催支部にお問い合わせください。
注2　表中、Aは35時間、Bは21時間、Cは18時間、Dは13時間の受講時間を示します。
注3　表中の網掛けは終了した研修を示します。
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令和5年度 特定自主検査能力向上教育予定表（別表２）
（令和 5年 3月23日現在）

地区 支部 フォークリフト

車両系建設機械

高所作業車整地・運搬・積込、
掘削及び解体用 基礎工事用 締固め用

コンク
リート
打設用

北
海
道
・
東
北
地
区

北海道 7 /25 7 /19
青　森 10/27 7 /21
岩　手
宮　城 9 / 8 4 /28 8 /25
秋　田 9 / 6 9 / 7
山　形 7 /11 6 /16 5 /11 6 /23
福　島 6 /14 11/16 6 / 7 9 /20 6 /22 8 / 8

関
東
地
区

茨　城 8 /22 12/12 6 /26 2 / 7 11/ 6 9 / 6
栃　木 7 /27 8 / 8 4 /21
群　馬 10/27 4 /20 10/11 9 /21
埼　玉 9 /28 9 / 7 5 /26 3 / 1 5 /31
千　葉 9 /26 9 /21 2 / 7
東　京 9 /13 10/18
神奈川 10/26

中
部
地
区

新　潟 7 / 5 8 /24 5 /24 1 /17 7 /12
富　山 6 / 8 6 /27 7 /25 9 /21
石　川 7 / 5 8 /23 7 /13
福　井 7 / 6 6 / 8 9 /21
山　梨 7 /26 6 /29 9 /27
長　野 8 /22 8 /29 6 /26 7 /25
岐　阜 2 / 8 6 /21
静　岡 1 /25 2 /15 8 / 3 10/ 5 6 / 8 6 /29 7 /20
愛　知 6 /27 8 /22 7 / 6 3 /26 7 /11 7 / 4
三　重 8 /24 6 / 2 7 /21

近
畿
地
区

滋　賀 7 /27
京　都 2 / 6 10/ 6
大　阪 1 /17
兵　庫 5 /24 10/19 7 /21 10/ 6 6 /16 6 / 2
奈　良
和歌山 10/28

中
国
地
区

鳥　取 9 / 1 10/ 6
島　根 8 / 4
岡　山 9 /20 9 /27 10/16 9 /11 10/ 6 11/ 6 11/10
広　島 6 / 7 6 /14 6 /21 7 / 5 7 /19 7 /21 7 /20 7 /26
山　口 11/10 10/27 10/20

四
国
地
区

徳　島
香　川 7 /22
愛　媛 8 /26 8 /19 9 / 9
高　知 9 / 6

九
州
・
沖
縄
地
区

福　岡 8 /10 2 / 9
佐　賀 11/17 11/17 10/26
長　崎 11/ 8 3 / 5 11/ 7 1 /16 2 / 6
熊　本 1 /27
大　分 11/ 4 9 /16
宮　崎 8 /25 6 /16 7 / 7
鹿児島 9 / 2 8 /19
沖　縄 1 /19 12/ 8 8 /18

注1　研修日程は会場等の都合で変更になる場合がありますので、受講を希望される方は開催支部にお問い合わせください。
注2　表中の網掛けは終了した教育を示します。
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令和5年度 実務研修、定期自主検査安全教育予定表（別表３）
（令和 5年 3月23日現在）

地区 支部

実務研修 安全教育

記録表作成コース 月次定期自主検査
（フォークリフト）

月次定期自主検査
（建機） 業務点検

コース
建機付属
クレーン部分

ショベル
ローダー等座学 実技 座学 実技 座学 実技

北
海
道
・
東
北
地
区

北海道 9 /26整 7 /27 10/19 6 /13
青　森 11/ 8 フ整 9 /22 5 /26

岩　手
7 /20整 8 /29締 9 /29高 9 /15 11/30
11/17整

宮　城 10/18フ 11/ 9 整 10/27
秋　田 5 /18整 8 /23フ 11/16整 8 /24 5 /17 10/19 7 / 5
山　形 9 / 7 整 5 /16
福　島 8 / 9 整 10/27整 10/26 11/15

関
東
地
区

茨　城 8 /25整 1 /19整 11/21 5 /26 1 /15
栃　木 11/28整 2 / 8 9 / 8 10/27
群　馬 6 / 6 整 10/19 11/ 8
埼　玉 11/15整 6 /22 12/15 7 /27
千　葉 1 /23整 11/ 7 8 / 8 12/12 11/15
東　京
神奈川 9 /29フ 11/22整 9 /15 10/27

中
部
地
区

新　潟 12/ 6 整 10/ 4 9 / 6 8 / 9
富　山 12/ 5 整 8 / 8
石　川 6 /22整 8 / 2 フ 2 / 7 7 /26
福　井 7 /20整 10/ 5
山　梨 2 /15 11/15
長　野 10/24整 8 / 3 6 / 7
岐　阜 6 /22整 11/22整 10/ 4 6 /20 7 /20

静　岡
4 /27整 8 /24高 9 /14フ 11/ 2 6 / 6 1 /11 2 /22
9 /28高 10/11整12/ 7 整
2 / 1 フ

愛　知 8 / 4 フ 8 / 2 整 11/22 9 /12 8 /24
三　重 5 /11整 6 /29高 9 /28フ 8 /29 8 / 9 1 /18 6 / 8 6 /22

近
畿
地
区

滋　賀 11/ 2 7 /12
京　都
大　阪 11/29 1 /24
兵　庫 2 /22フ 2 /16整 7 /26 8 /24 4 /21 11/10 1 /26
奈　良 11/ 2 整 6 /28
和歌山 8 /26整 11/18整 2 /17 9 / 9 11/17

中
国
地
区

鳥　取 11/ 2
島　根 11/10整 6 / 8
岡　山 7 / 3 整 8 /23 11/24
広　島 7 / 7 整 11/ 2 整 2 / 2 整 6 / 2
山　口 11/21整 12/ 7

四
国
地
区

徳　島 8 / 4 フ 6 /23整11/ 7 締 7 /28
香　川 9 / 9
愛　媛 11/25整 7 /20 4 / 8 7 /14 1 /27
高　知 7 /12整 6 /14

九
州
・
沖
縄
地
区

福　岡 10/27整 3 /22 3 /15 8 /18
佐　賀 9 / 6 フ整締 8 / 3
長　崎 9 /30フ 12月中整 8 / 5 2 /15 10/ 4
熊　本 8 /26フ整 3 /16整 6 / 3 11/18 9 / 9
大　分 10/21整 8 /19 7 / 8 6 /24
宮　崎 5 /27整 6 / 3 フ 6 /10 5 /13 8 / 4 4 /15 4 / 8
鹿児島 12/ 9 整 8 / 4 6 / 3
沖　縄 9 / 8 整 5 /12 7 /28 8 / 4

注1　研修日程は会場等の都合で変更になる場合がありますので、受講を希望される方は開催支部にお問い合わせください。
注2　表中の網掛けは終了した研修・教育を示します。
注3 記録表作成コースの日程の後ろは、対象機械を示す。フ：フォークリフト、整：整地運搬等、締：締固め、基：基礎工事、高：高所作業車
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令和5年度 運転技能講習予定表
（令和 5年 3月23日現在）

●フォークリフト
秋田 7 /14〜 9 /15〜
石川 5 /11〜 8 /31〜
山梨 5 /13〜 7 / 8 〜 9 / 2 〜 11/ 4 〜
大阪 5 /18〜 6 /14〜 9 /13〜 10/ 4 〜 11/ 8 〜 3 / 6 〜
兵庫 4 / 6 〜
熊本 6 /17〜 9 /16〜
宮崎 4 /19〜 5 /17〜 6 /21〜 10/18〜 12/ 6 〜

●車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）
兵庫 10/24〜
鳥取 10/19〜
島根 9 /20〜

●車両系建設機械（解体用）
鳥取 5 /19〜

●不整地運搬車
鳥取 7 / 6 〜
島根 6 /21〜

●高所作業車
青森 4 /14〜 5 /12〜 6 / 9 〜 7 / 7 〜 8 /25〜 10/20〜 11/17〜
群馬 5 /26〜 9 /22〜
滋賀 6 /14〜 7 / 4 〜 9 /13〜 11/21〜
鳥取 4 /19〜 8 /23〜
島根 9 / 1 〜
沖縄 4 / 7 〜 6 /16〜 7 /21〜 10/20〜 11/10〜 2 /16〜

注1　各講習会日程の最初の日を掲載しています。詳細は該当支部にお問い合わせください。
注2　表中の網掛けは終了した講習を示します。
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お知らせ

〔令和5年度〕

各種研修の受講料

（注）　 1 ．受講料には、テキスト代及び消費税10％が含まれています。
　　　 2 ．当協会会員所属の受講者の受講料は、協会が教材費の一部を負担した額です。
　　　 3 ．本表に含まれるテキスト代以外の教材類を追加する等の際は、本表受講料と異なる場合があります。
　　　 4 ．受講料は、研修を実施する建荷協・支部に納金してください。

１　資格取得研修

（A）事業内検査者研修 （単位：円）（B）検査業者検査員研修 （単位：円）

研 修 の 種 類
14時間コース 8.5・9.5時間

コース 5.5時間コース 35時間コース 21時間コース 18時間コース 13時間コース

会員 一般 会員 一般 会員 一般 会員 一般 会員 一般 会員 一般 会員 一般

1 フォークリフト 47,850 51,920 43,450 47,520 42,350 46,420 76,450 80,520 54,450 58,520 52,250 56,320 51,150 55,220

2
整地・運搬・積
込み用、掘削用
及び解体用機械

56,210 63,580 51,810 59,180

−

89,210 96,580 66,110 73,480 61,710 69,080

−

3 基礎工事用機械 58,190 65,120 53,790 60,720 91,190 98,120 66,990 73,920 62,590 69,520

4 締固め用機械 49,390 53,790 44,990 49,390 77,990 82,390 55,990 60,390 53,790 58,190

5 コンクリート
打設用機械 63,800 68,970 58,300 63,470 113,300 118,470 80,300 85,470 78,100 83,270

6 高所作業車 51,920 57,200 47,520 52,800 86,020 91,300 62,920 68,200 60,720 66,000

３　実務研修 （単位：円）

研　修　の　種　類 座学コース 実技コース
会員 一般 会員 一般

記録表作成
コース

フォークリフト 12,760 14,960 18,260 20,460

整地・運搬・積込み用、
掘削用及び解体用機械 13,090 15,400 18,590 20,900

基礎工事用機械 13,090 15,400 18,590 20,900
締固め用機械 12,870 15,070 18,370 20,570
コンクリートポンプ車 12,870 15,070 18,370 20,570
高所作業車 12,760 14,960 18,260 20,460

月次定期
自主検査
コース

フォークリフト 6,710 7,260 12,210 12,760

車両系建機 9,240 9,680 14,740 15,180

検査業者業務点検コース 会　員 一　般
9,350 10,230

４　安全教育 （単位：円）
教　育　の　種　類 会 員 一 般

建機付属クレーン部分 7,700 8,250
ショベルローダー等 12,980 15,070

２　能力向上教育 （単位：円）

教　育　の　種　類 会　員 一　般

1 フォークリフト 12,760 14,630

2 整地・運搬・積込み用、
掘削用及び解体用機械 13,530 15,840

3 基礎工事用機械 11,880 13,310

4 締固め用機械 10,890 11,880

5 コンクリート打設用機械 10,780 11,770

6 高所作業車 10,230 10,890
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お知らせ
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特定自主検査者資格取得者名簿
（令和 5 年 2 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日）

資格の種類ごとに氏名五十音順・敬称略

事業内検査者資格取得者

荒　井　克　己
上　野　泰　明
柏　木　　　武
片　根　和　夫

香　月　海　児
菊　池　喜　貴
久保田　祐　輝
小　島　裕　之

佐　藤　十　健
柴　崎　昌　治
玉　利　　　知

田　本　義　信
西　山　　　翔
廣　富　銀　次

帆　足　光　世
松　岡　寛　彌
松　本　健　渡

三　戸　信　義
渡　部　政　人
和　田　直　樹

■高所作業車

荒　井　正　美
新　井　優　介
和　泉　憲　治
礒　村　聡　弘
市　橋　英　人
井　出　和　樹
伊　藤　和　彦
岩　松　隆　生
上　地　征　和

大　城　　　裕
大　橋　香　仁
貝　沼　国　義
梶　原　昭　彦
上　居　京　市
木　下　寿　彦
際　田　克　也
栗　島　正　人
小　林　悠　希

小　山　慎　也
後　藤　竜　矢
齋　藤　一　信
斉　藤　　　徹
佐々木　敦　悟
佐々木　拓　也
里　芳　郁　弥
塩　崎　　　太
関　　　優　憲

善　　　晴　輝
高　浦　修　一
髙　橋　勝　也
髙比良　亮　介
立　岡　大　輝
玉　手　洋　俊
照　井　和　彦
照　井　瑞　穂
友　松　幸　広

中　川　大　地
中　里　英　俊
中　屋　喜　臣
西　田　貴　弘
西　脇　史　倫
福　田　　　誠
古　川　章　弘
星　　　一　也
保　科　敏　行

牧　　　翔　太
増　山　誇宇司
又　野　　　寛
宮　﨑　浩　彰
宮　下　祐　紀
森　　　祐　太
吉　田　　　誠
渡　辺　昭　弘
和　田　晋　也

■フォークリフト 

新　井　茂　之
大　内　祐　太
岡　本　千　晴
荻　原　和　佳

垣　田　洋　彰
加　藤　　　颯
黒肥地　靖　佳
坂　石　忠　男

佐　山　憲　和
島　﨑　健　太
白　井　彰　人
白　川　昌　宏

杉　戸　宣　仁
助　川　勇　輝
高　村　真　平
田　原　　　弘

橋　本　　　明
畠　山　博　人
平　川　裕　貴
藤　河　拓　也

三　宅　雄　也
山　本　健　吉
和　仁　正　彦

■整地・運搬・積込み用・掘削用及び解体用機械

青　木　孝　文 猪　瀬　和　志 鈴　木　初　美 羽　生　祐　希

■締固め用機械

屋　　　秀　太 木　村　哲　也

■基礎工事用機械 

石　鉢　久　晃 新　保　　　剛 高　橋　邦　夫

■コンクリート打設用機械 
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■整地・運搬・積込み用・掘削用及び解体用機械 
赤　間　大　生
安　里　佳　哲
阿　部　　　弘
飯　田　博　紀
石　井　　　遼
石　川　京　作
伊　藤　秀　知
伊　藤　　　誠
入　谷　将　成
有　働　哲　也

江　川　慎　悟
小　川　陽　史
荻　田　裕　厚
尾　崎　詠　秀
小　野　文　稔
鎌　田　和　晃
菊　地　健　一
北　原　義　高
木　村　幸　志
木　村　敏　之

熊　本　良　平
齋　 　淳　一
斎　藤　大　地
櫻　井　大　樹
佐　藤　浩　樹
白　澤　一　樹
鈴　木　秀　樹
峠之内　諒　二
髙　寄　篤　史
竹　内　敏　晃

田　中　孝　宏
棚　橋　政　義
俵　谷　和　明
時　尾　和　敬
仲　尾　友　和
西　尾　優　志
二　瓶　志津子
野　村　謙　夫
長谷川　　　潔
長谷山　慎之助

秦　　　大　介
林　　　俊　隆
小童谷　　　豊
平　田　岳　史
福　田　佳　己
藤　本　健　志
二　木　充　夫
古　田　祐　介
保　科　　　匠
松　浦　昌　彦

松　田　光　平
松　本　貴　士
峯　岡　朝　陽
三　輪　拓　磨
山　岸　建　雅
山　岸　　　務
山　脇　陽　也
吉　田　伸　人
米　澤　和　志
和　田　充　章

谷　内　星　太 中　野　公　治 堀　　　洋　輔 丸　山　武　志

■コンクリート打設用機械 

検査業者検査員資格取得者

相　田　清　人
阿　部　　　敦
阿　部　　　健
阿　部　綱　己
天　羽　悠　款
鮎　川　和　弥
新　垣　政　也
飯　星　勝　也
池　村　涼太郎
飯　盛　龍之介
石　塚　亜貴良
伊知地　辰　弥
一　政　貴　尋
稲　垣　圭　太
伊　原　修　平
今　井　甫　紀
今　中　智　之
岩　﨑　隆　輝
岩　﨑　直　輝
岩　田　康　弘
岩　野　雄　士
鵜　澤　一　也
臼　井　義　博
瓜　生　柚　貴
及　川　康　延
大　嶽　朋　希
岡　本　　　暁

荻　野　竜　二
尾　崎　真　次
小田桐　雄　希
加々良　洋　生
勝　俣　　　蔵
香　取　佑　弥
上永吉　輝　樹
上　村　伸　作
亀　崎　俊　樹
川　口　蒼　太
川　端　悠　斗
菊　地　智　弘
北　村　海　斗
清　上　　　聡
桐　生　康一郎
工　藤　翔　也
久　保　正　則
熊　田　悠　理
黒　田　正　和
小瀬良　勝　裕
小　林　輝　貴
小　松　和　久
小松﨑　　　準
小　山　英　司
小　山　伸　一
阪　本　将　矢
迫　田　将　尭

佐々木　俊　輔
佐々木　貴　路
笹　倉　栄　三
笹　島　　　渡
佐　藤　健　太
佐　藤　宏　樹
佐　藤　由　和
實　松　秀　哉
佐　野　晃　大
佐　山　敏　啓
澤　田　和　弘
澤　田　大　輔
庄　司　利　幸
篠　原　敬　也
下　山　浩　平
白　石　文　雄
新　垣　　　仁
常　葊　大　悟
菅　沼　祐　斗
杉　浦　圭　祐
杉　浦　　　均
杉　山　恵　一
関　上　勇　真
芹　沢　真　寿
平　良　光　幸
髙　崎　翔太郎
高　野　智　宏

髙　野　　　響
武　松　保　洋
田　沢　宜　夫
田　中　淳　也
玉　山　義　秋
千　葉　　　勝
付　田　恒　輝
土　谷　尭　禎
椿　原　和　真
寺　岡　真　隆
鴇　田　哲　也
戸　坂　裕　章
内　藤　健　一
中　井　勇　輝
中　神　友　佑
中　川　真　行
中　竹　勝　志
中　谷　崇　将
中　出　雄　斗
中　村　健　悟
中　村　孝　大
中　山　　　錬
名　木　　　零
根　本　誠　司
野　口　正　憲
橋　本　拓　也
蓮　田　　　庸

濵　内　　　豊
羽　山　靖　雄
韓　　　勝　皓
平　井　宏　史
平　川　大　樹
平　山　公　貴
福　田　康　徳
福　光　　　嶺
福　屋　友　英
藤　井　栄　治
藤　井　　　崇
藤　﨑　広　大
藤　野　　　修
藤　村　　　慎
堀　内　健太郎
堀　岡　　　巧
本　庄　龍　一
本　田　直　之
本　多　優　磨
本　間　貴　史
松　田　康　弘
松　永　侑　樹
松　原　千　郷
的　野　　　聖
水　田　吉　平
水　野　達　也
三　田　一　希

滿　永　大　智
宮　本　喜　章
向　山　顕　弘
武　藤　勝　弘
村　田　　　博
村　山　諒　真
森　川　大　智
矢　川　貴　大
八　島　仁　志
柳　田　憲太朗
矢　部　達　也
山　岡　龍　雅
山　形　靖　昌
山　口　雄　一
山　崎　賢　人
山　下　拓　朗
山　田　誠　司
山　中　好　誠
山　本　菖　太
山　本　直　希
湯　浅　敦　裕
横　山　　　昇
　語　二　郎
吉　川　勝　次
吉　谷　建　一
若　林　達　郎

■フォークリフト 

石　川　　　隼
岡　本　康　次

迫　田　　　与
佐々木　康　則

白　谷　　　覚
高　橋　俊　介

田　村　信　行 中　村　芳　信 望　月　達　也

■基礎工事用機械 

加　瀬　南　海 中　家　郁　也 日　榮　修　吾

■締固め用機械 
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青　木　友　宏
赤　木　　　洋
赤　崎　郁　夫
秋　山　涼　太
芦　部　洋　平
安　達　佑　介
安　部　裕　幸
阿　部　　　匡
天　野　友　幸
荒　井　康　太
荒　木　良　太
池　田　将　樹
石　﨑　達　久
石　田　義　幸
泉　　　直　樹
市　川　　　誠
井　上　未　来

上　田　一　憲
及　川　信　哉
大　浦　康　平
大　江　琢　也
大　黒　文　也
大　西　達　騎
大　野　照　太
大　槗　幸　洋
小　野　文　稔
梶　浦　正　宏
桂　　　智　之
加　藤　啓　太
金　盛　将　人
可　児　靖　明
加　部　進　也
亀　山　元　気
川　坂　　　誠

河　端　宏　明
蒲　田　昌　也
　池　洋　平
木　田　涼　馬
金　城　佳　孝
暮　山　秀　行
小　郷　博　之
今　　　拓　海
後　藤　正　輝
齊　藤　恵　介
酒　井　昌　紀
坂　本　竜　海
佐々木　繁　樹
佐　藤　和　輝
佐　藤　和　秀
芝　本　健　大
澁　谷　　　剛

末　永　翔　太
髙　田　浩　輔
高　橋　将　也
竹　内　暁　生
竹　内　隼　也
田　中　健　登
田　中　伸　治
田　中　孝　宏
千　田　悠　也
千代谷　英　生
冨　田　　　賢
豊　岡　雅　也
中　川　兼　吾
中　間　隆　明
中　村　嘉　則
長　友　瑠　衣

西　澤　清　末
羽　矢　有　佑
平　野　龍　一
広　松　数　隆
藤　田　和　希
藤　村　和　哉
藤　本　俊　介
藤　原　崇　則
藤　原　郁　弥
穂　積　直　人
本　間　　　匠
増　本　和　典
松　尾　健　幸
松　本　　　翔
三　浦　裕　二
水　上　浩　史

三　好　卓　司
武　藤　広　和
村　井　　　塊
村　上　　　博
柳　澤　竜　士
栁　瀬　　　凌
山　内　隆　明
山　口　充　志
山　口　大　政
山　口　裕太郎
山　下　和　也
山　本　雅　人
吉　岡　真　司
吉　田　一　詩
吉　村　大　悟
渡　邉　俊　樹

■高所作業車 
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　 支　部　一　覧 令和 5年 4月 1日現在

支部名 〒 所　　在　　地 電話番号 FAX
北海道 060−0004 北海道札幌市中央区北4条西7丁目　NCO札幌ホワイトビル9階 011（271）7720 011（271）7580
青　森 030−0902 青森県青森市合浦1−10−7 017（765）5432 017（765）5433
岩　手 020−0873 岩手県盛岡市松尾町17−9　岩手県建設会館2階 019（626）2616 019（626）2627
宮　城 983−0842 宮城県仙台市宮城野区五輪1−6−9　五輪黄葉ビル201号 022（298）2150 022（298）2151
秋　田 010−0923 秋田県秋田市旭北錦町1−14　秋田ファーストビル210号室 018（823）8258 018（823）8260
山　形 990−8681 山形県山形市流通センター 2−3　山形流通団地組合会館内 023（666）6581 023（666）6582
福　島 960−8035 福島県福島市本町5−8　福島第一生命ビル4階 024（521）8065 024（521）8248
茨　城 311−3116 茨城県東茨城郡茨城町長岡3652−559 029（292）6546 029（292）6547
栃　木 321−0912 栃木県宇都宮市石井町3149−28　卸商業団地協同組合別館202 028（656）6111 028（656）6112
群　馬 371−0805 群馬県前橋市南町4−30−3　勢多会館1階 027（223）3448 027（223）3451
埼　玉 330−0062 埼玉県さいたま市浦和区仲町1−12−1　カタヤマビル5階A 048（835）3050 048（835）3055
千　葉 260−0026 千葉県千葉市中央区千葉港4−3　千葉県経営者会館3階303号 043（245）9926 043（245）9927
東　京 102−0072 東京都千代田区飯田橋1−7−10　山京別館4階 03（3511）5225 03（3511）5224
神奈川 231−0011 神奈川県横浜市中区太田町6−87　横浜フコク生命ビル10階 045（664）1811 045（664）1817
新　潟 950−0961 新潟県新潟市中央区東出来島11−16　新潟県自動車会館内 025（285）4699 025（285）4685
富　山 930−0094 富山県富山市安住町3−14　富山県建設会館内 076（442）4358 076（442）6748
石　川 920−0806 石川県金沢市神宮寺3−1−20 コマツ石川㈱レンタル事業部事務所2階 076（208）3302 076（208）3303
福　井 910−0854 福井県福井市御幸4−19−25　広田第2ビル2階 0776（24）7277 0776（24）9507
山　梨 409−3867 山梨県中巨摩郡昭和町清水新居1602　ササモトビル2階 055（226）3558 055（226）3631
長　野 380−0872 長野県長野市妻科426−1　長野県建築士会館4階 026（232）2880 026（232）6606
岐　阜 504−0843 岐阜県各務原市蘇原青雲町5−34 058（382）5011 058（382）5120
静　岡 422−8045 静岡県静岡市駿河区西島127 054（236）4008 054（236）4031
愛　知 450−0002 愛知県名古屋市中村区名駅4−23−13　大同生命ビル3階 052（586）0069 052（586）0010
三　重 514−0009 三重県津市羽所町601　アカツカビル4階 059（223）7177 059（223）7180
滋　賀 520−0043 滋賀県大津市中央4−5−33 SKビル2階C 077（521）5260 077（521）5352
京　都 600−8009 京都府京都市下京区四条通室町東入函谷鉾町78　京都経済センター 4階 075（351）0250 075（351）0251
大　阪 540−6591 大阪府大阪市中央区大手前1−7−31 OMM19階 06（6944）6611 06（6944）6612
兵　庫 650−0024 兵庫県神戸市中央区海岸通8　神港ビル703号 078（332）4936 078（392）8921
奈　良 630−8124 奈良県奈良市三条桧町29−3　奈良県電気工事工業組合内 0742（93）5181 0742（93）5181
和歌山 640−8287 和歌山県和歌山市築港3−23　和歌山港湾労働者福祉センター 1階 073（435）3337 073（435）3338
鳥　取 682−0802 鳥取県倉吉市東巌城町12　中部建設会館1F 0858（22）1400 0858（23）4667
島　根 690−0012 島根県松江市古志原2−20−54 0852（27）0340 0852（27）0556
岡　山 700−0907 岡山県岡山市北区下石井2−8−6　第2三木ビル205 086（222）6039 086（222）4296
広　島 733−0011 広島県広島市西区横川町1−4−36　アンビエンテ平松2F−201 082（291）1150 082（291）3413
山　口 753−0083 山口県山口市後河原25　愛山会ビル2階 083（932）1858 083（932）1859
徳　島 770−0808 徳島県徳島市南前川町4−14　船橋設計ビル2階 088（622）8243 088（624）8258
香　川 760−0062 香川県高松市塩上町10−5　池商はせ川ビル113 087（837）3668 087（837）3671
愛　媛 790−0003 愛媛県松山市三番町7−8−1　山本ビル2階 089（941）6740 089（941）7361
高　知 780−0072 高知県高知市杉井流9−11 088（882）5025 088（882）0837
福　岡 812−0013 福岡県福岡市博多区博多駅東2−6−14　正和ビル4階402 092（474）2246 092（474）2312
佐　賀 849−1301 佐賀県鹿島市大字常広139−2 0954（62）6315 0954（62）6368
長　崎 854−0065 長崎県諫早市津久葉町5−121 津久葉エステートビル213号室 0957（49）8000 0957（49）8001
熊　本 860−0845 熊本県熊本市中央区上通町7−32　蚕糸会館3階 096（356）6323 096（356）6325
大　分 870−0846 大分県大分市花園2−6−51　大分県林業会館4階 097（540）7177 097（540）7127
宮　崎 880−0802 宮崎県宮崎市別府町2−12　宮崎建友会館3階 0985（23）5061 0985（23）5129
鹿児島 891−0123 鹿児島県鹿児島市卸本町6−12　オロシティーホール内 099（260）0615 099（260）0646
沖　縄 901−2131 沖縄県浦添市牧港5−6−3　南海ビル4階 098（879）3744 098（879）3757
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編　集　後　記

　お客様から弊社に求められる要件は、安全第一、コンプライアンスの遵守、故障時の対応です。
　特に現場で作業中の車両が故障した場合、即座に復旧することを求められますが、故障して
からの修理は、原因の解明、部品手配等復旧までに思いのほか時間がかかる場合があります。
　しかし、定期的な点検と不具合個所の整備を行っていれば突発故障を大幅に減らすことがで
きます。
　是非年一度の「特定自主検査」や定期的な点検・メインテナンスを行って、休車時間の短縮
を図りませんか。

［広報委員長：山本　泰徳　記］

　機関誌に対するご意見・ご要望等は、E-mail：koho@sacl.or.jp までお願いします。
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機関誌「建設荷役車両」広告掲載案内

〒101-0051 東京都千代田区神田神保町 3-7-1 ニュー九段ビル 9F
TEL：03-3221-3661 FAX：03-3221-3665 ＵＲＬ http://www.sacl.or.jp/

会 長 酒 井 信 介

建設荷役車両に関わるすべての企業のために
私たちの協会があります。

当協会は、建設荷役車両(車両系建設機械、荷役運搬機械)の検査・整備業、 

リース・レンタル業、ユーザー、メーカーなどから構成された団体です。 

これらの企業が協力して、建設荷役車両の性能の保持向上と作業の安全を 

確保するために定期(特定)自主検査制度の定着化を推進しています。 

販売促進の可能性をつむぎ出すために・・・。 
B( Business) to B(Business) ＆ Ｈ(Ｈeart) to Ｈ(Ｈeart）

掲載場所 頁／色 掲載料金

54,000円

30,000円

● 上記広告掲載料金以外に図案制作、エアーブラシ、トレース及び製版
　 等の制作費及び消費税は別途頂戴致します。

お問い合わせ先　広報部まで　TEL：03-3221-3661
　　　　　　　　　　　　　　Eｰmail：koho@sacl.or.jp

「建設荷役車両」広告掲載料金
B5版 隔月奇数月発行 発行部数：6,500部

● 広告原稿締切日：機関誌発行前々月末

● 広告原稿サイズ：（ 1 頁）天地230mm×左右160mm

（消費税別）

表紙２ １頁／１色（黒） 42,000円

表紙３ １頁／１色（黒） 36,000円

表紙４ １頁／4色（カラー）

後　付 １頁／１色（黒）
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